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まえがき 
 
戦後、我が国は経済成長を遂げ工業が発達して先進国の一員となり、地域開発も活発に行われ
国民の生活水準も向上していった。しかし、近年における急激な人口の都市部への集中、産業経
済の急速な発展は、河川、湖沼、海域において、水質の悪化をもたらし、このような公共用水域
における水質汚濁は公害問題として大きな社会問題へとなっていった。現在にいたっても後背地
に大きな汚染源を持っている内海、内湾などの閉鎖性海域では外海との海水の交換が行われず、
河川などからの流入負荷が蓄積されてしまうため、その水域では水質が累計的に悪化し、富栄養
化に伴う赤潮発生などが起こっている。このような問題に対処するには流入負荷の削減とともに
富栄養化を含めた総合的な水質保全を目指す必要がある。 
本研究で対象とした諫早湾干拓事業は、諫早市及び雲仙市の地先水面を潮受堤防により締め切
り、調整池及びそれを水源とする灌漑用水が確保された大規模で平坦な優良農地を造成し、生産
性の高い農業を実現するとともに、背後低平地において、高潮、洪水、常時排水不良等に対する
防災機能を強化することを目的に推進された。事業の実施に当たっては、長崎県環境影響評価事
務指導要綱(昭和 55 年 7 月 1 日)に基づき環境影響評価を行い、昭和 61 年 12 月に「諫早湾干拓
事業計画に係る環境影響評価書」が取りまとめられた。その後、排水門の規模・位置などの変更
に伴いあらためて環境影響評価を行い、平成 4 年 1 月に「諫早湾干拓事業計画（一部変更）に係
る環境影響評価書」が取りまとめられた。これら環境影響評価では、調整池水質について COD 
5mg/L、T-N 1mg/L、T-P 0.1mg/L とする環境保全目標値が設定された。 
潮受け堤防は、平成 9 年 4 月の締め切り工事終了後、平成 11 年 3 月に完成し、平成 13 年に干
陸面積規模の縮小、平成 19 年 11 月 20 日の完工式を以って竣工した。諫早干拓調整池は流域河口
部に位置し、洪水時には高い陸域負荷が流入するために水質悪化が懸念されており、潜堤等の水
質保全対策が進められている。有明海の奥部に位置する諫早湾は、これまで自然環境がとりわけ
良好に保たれており、生態系の宝庫といわれる重要な場所であった。近年、有明海においても、
大規模な赤潮発生、タイラギなどの魚介類の減少、ノリの不作が生じ、様々な環境悪化が深刻な
問題となっている。調整池の水質悪化、有明海の潮汐潮流の変化や水・底質環境の悪化など、諫
早湾干拓事業の影響という考えが挙げられている。さらには事業の影響でなく、ノリ養殖の際に
行われる有機酸処理などの様々な要因が複雑に絡みあって起こっているという考えもあり、有明
海水域環境との関連性は未だ解明されていない。平成 20 年 6 月に佐賀地裁により 5 年間の開門を
命じる判決が下され、開門調査に向け環境影響評価が実施されているところである。環境影響評
価に関しては、平成 21 年 8 月 5 日～9 月 4 日にかけて方法書の公告及び縦覧、平成 23 年 10 月 31
日～11 月 30 日にかけて準備書の公告及び縦覧、平成 24 年 8 月 21 日に評価書の接受が行われ、
現在に至っている。 
有明海の環境変化と諫早湾干拓調整池の潮受堤防の閉め切りとの因果関係が指摘されつつも詳
細については未解明な部分が多くなっているため、諫早湾干拓調整池の懸濁性物質の挙動につい
て、現象解明の観点から検討し、海水導入に伴う懸濁性物質の堆積過程について考察を試みる。 
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第１章 序論  
本論文は、以下のように第 1 章の序論、第 2 章から第 5 章の本論、及び第 6 章の結論か
ら構成されている。 
第1章  序論 
第2章  諫早湾干拓調整池に関する既往調査研究 
第3章  諫早湾干拓調整池の水質・底質特性 
第4章  海水導入に伴う懸濁性物質の挙動 
第5章  調整池内の懸濁性物質挙動に関する予測分析 
第6章  結論 
各章の構成と内容は以下のとおりである。 
第 1 章は序論であり、本論文の構成と内容について概説するとともに、本研究で対象と
している諫早湾と諫早湾干拓事業の背景と目的について述べている。 
第 2 章では、諫早湾に関する既往調査研究等として、環境モニタリング調査 1)、諫早湾
干拓調整池等水質委員会 2)、有明海・八代海総合調査評価委員会 3)、有明海再生機構 4)、
短期水門開門調査 5)、諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評
価に関する資料 6),7)や既往文献等を収集整理した上で、これまでに得られている知見につ
いて考察を行うとともに、オランダ等における類似の問題について考察を行っている。 
第 3 章では、環境モニタリング調査における水質・底質調査データに基づき、水質・底質間
における物質交換について分析し、閉鎖性の強い調整池内での内部生産、汽水条件下における
懸濁性物質の沈降・巻き上げ、堆積過程にある底質からの溶出など、調整池の水質・底質特性
を左右する主要な物質輸送・変換過程について考察を行っている。調整池内での物質輸送変換
機を定量的に把握するために水質モデルを用いた現象再現を行ない、調整池内の水質を左右す
る素過程を明らかにしている。特に、懸濁性物質濃度の挙動と汽水条件下における塩分との関
連性を指摘し、凝集沈降下での浮泥の堆積過程と懸濁性物質との共沈（溶解性リンの不溶化）
現象を新たに確認し、それが重要であることを明らかにしている。さらには、汽水条件下にお
ける懸濁性物質からのリンの溶脱現象の可能性についても確認するなど、汽水条件下での懸濁
性物質の挙動を考慮することの重要性を指摘している。 
第 4 章では、諫早干拓調整池の開門調査に関連して未解明な部分の多い海水中での懸濁性物
質の挙動について検討を行っている。海水中における懸濁性物質の凝集沈降現象については、
定性的には周知であるにも拘わらず、環境影響評価予測のためのモデル式については十分な情
報が得られていないことを指摘している。海水導入に伴う調整池内の流況解析結果から、懸濁
性粒子の沈降過程の把握の重要性を指摘し、海水同等の塩分レベルまでの凝集沈降式を展開す
るために、短期開門で得られた観測データとの検証を行っている。短期間の検証期間ではある
ものの、海水条件下での沈降過程については、概ね良好な再現結果を確認している。 
第 5 章では、第 4 章で構築した水質解析モデルをもとに、諫早湾干拓事業潮受け堤防
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排水門の短期開門に伴う懸濁性物質挙動に着目し、モデルパラメータの感度分析及び開
門前後における調整池内の水質・底質環境の長期的変化について考察を試みている。懸
濁性物質濃度については、塩化物イオン濃度の長期的な変化に対応する凝集沈降特性の
変化を確認している。また、巻き上げ量についても長期的変化を確認し、直近において
は、巻き上がりにくく、沈降しにくい状況にあることを指摘している。底質性状の空間
的変化については、調整池懸濁性物質濃度の空間的分布の経年変化から巻き上げ特性に
経年的な変化が生じていることから、底質の均質化を確認している。開門に伴う環境ア
セスメントに関連して、海水導入に伴う懸濁性物質の挙動の予測の必要性は、河口部で
の底泥堆積等、河道管理上、喫緊の課題であることから、前章までに得られた成果に基
づき海水導入に伴う降雨後の濁水流入に伴う調整池内懸濁性物質の予測を試みている。
濁水流入後の海水導入による凝集沈降により底泥堆積が生じること、塩分が海水レベル
まで高くなり沈降量が増加するため高濁度になる程、堆積量も増えることを確認してい
る。長期的な将来予測を行うには、底質環境の変化に加えて、海水条件下での沈降・巻
き上げパラメータの同定など、今後の課題を整理して総括としている。 
最後に、第 6 章では以上得られた結果をとりまとめ結論としている。 
 
１．１ 諫早湾の歴史と干拓事業の背景  
諫早湾沿岸はもともと山岳、丘陵地帯で水田がほとんどなく、長年に渡って遠浅の海の
干拓が行われてきた。諫早湾の干拓が始まったのは、今から約 450 年前のことで、堤防で
海を締め切り、水田が作られてきた。このようにしてできたのが、約 35km2（約 3,500ha）
の平野で、長崎県で最大の穀倉地帯として平野が広がっている。この地域は、台風の常襲
地帯であることや、山に囲まれ上昇気流が発生しやすく集中豪雨が発生しやすいことから、
しばしば洪水による被害や高潮の被害を受けてきた。 
 本研究で対象とした諫早湾干拓事業は、農水省による高潮・洪水・常時の排水不良等に
対する背後低平地域の防災機能の強化と、地形的に平坦で農地に乏しい長崎県において、
調整池からの灌漑用水の確保された大規模で生産性の高い優良農地の造成を目的に計画さ
れた。対象地は、有明海に面した長崎県諫早市と雲仙市にまたがる地域である。 
昭和 61 年（1986 年）に環境評価が実施され、事業に着手した。総事業費は 2,460 億円
で、計画によると諫早湾の約 3 分の 1 にあたる 3,542ha が締め切られた。造成した中央干
拓地約 600ha と小江干拓地約 100ha は野菜や花木、酪農などに利用される。平成 6 年（1994
年）に長さ約７km の堤防で湾を締め切る潮受け堤防工事に本格着手し、平成 11 年（1999
年）に完成したほか、平成 13 年（2001 年）8 月から総合的な事業の見直しが検討され、平
成 14 年（2002 年）に事業計画が変更された。 
平成 14 年（2002 年）には、諌早湾干拓事業が有明海の環境に及ぼしているとされる影
響の度合いの解明に向け、平成 14 年（2002 年）に短期開門調査が実施された。短期開門
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調査は、平成 14 年（2002 年）4 月 24 日から 5 月 20 日まで調整池に海水を導入し、水質、
水位等の観測を行うとともに、海水導入終了後（5 月 21 日）、調整池が淡水に回復する過
程について、引き続き調整池及び海域の水質等の変化を観測された。調査の結果、海水導
入後から調整池内には塩分躍層が形成され、潮受堤防排水門付近の底層では、一時的に貧
酸素現象が観測された。 
その後、「諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価」の方法
書、準備書が公表され、現在、評価書が公表されている。7) 
 また、諫早湾干拓事業に係る潮受堤防の開門調査については、国が有明海の再生を目指
す観点から総合的に判断して上告しなかったため、福岡高等裁判所の控訴審判決が確定し、
平成 25 年（2013 年）12 月までに開門調査を実施することが決定された。その後、その履
行期限が迫る平成 25 年（2013 年）11 月に長崎地裁において干拓地の営農者らが申し立て
た開門差し止めの仮処分を認める判決が下され、開門を命じた福岡高裁の確定判決とは相
反する司法判断となっている。 
 以上のように、有明海の環境変化と諫早湾干拓調整池の潮受堤防の締め切りとの因果関
係が指摘されつつも、詳細については未解明な部分が多くなっているため、本研究では、
諫早湾干拓調整池の懸濁性物質の挙動について、①現象解明の観点から検討し、②将来予
測の観点から水質モデルにより海水導入に伴う懸濁性物質の堆積過程について考察を試み
た。 
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１．２ 事業計画と経緯  
 諫早干拓事業は昭和 27 年（1952 年）に「長崎大干拓構想」として食糧増産を目的に計
画されたものである。当初の予定では諫早湾 10,000ha を 10,900m の大堤防で締め切り米作
のための干拓地 6,700ha を造成しようというものであった。昭和 45 年（1970 年）に減反
政策・漁業補償交渉不調のため淡水湖を農業用水のほかに上水道にも利用する「長崎南部
総合開発計画」（南総計画）に変更された。昭和 57 年（1982 年）には、福岡県、佐賀県、
熊本県の同意が得られず、地域の防災を重視した「諫早湾防災総合干拓事業」に変更され、
締め切り面積も当初の約 1/3 の 3,000ha に縮小された。平成 4 年（1992 年）に工事は着工
されたが、その頃には「諫早湾干拓事業」に名称が変更されていた。平成 9 年（1997 年）
4 月 14 日に鋼板により湾奥部が締め切られ平成 11 年（1999 年）に潮受け堤防は完成した。
平成 13 年（2001 年）に干拓地面積の規模が縮小され、平成 19 年（2007 年）11 月に完工
した。表 1－1 に諫早湾干拓計画の変遷を示す。図 1－1 は平成 20 年（2008 年）1 月現在の
計画概要図である。平成 14 年（2002 年）4 月 24 日より第三者委員会によって提案された
短期開門調査 5)が行われ、12 月 9 日に調整池内の塩化物イオン濃度が開門前とほぼ同程度
になったところで終了した 1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1－1 諫早湾干拓計画の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業名 長崎大干拓
南部
総合開発
南総
4次改定
南総
5次改定
防災
総合干拓
諫早湾
干拓 諫早改定
計画年 1952～ 1970～ 1978～ 1981～ 1982～ 1985～ 2002～
締め切り面積
(ha)
10,094 10,094 10,094 8,473 3,900 3,550 3,542
干拓地(ha) 6,718 4,800 5,918 4,847 1,740 1,635 816
（農用地） 6,200 3,485 5,485 4,430 - 1,477 693
（非農用地） 0 1,000 0 0 - 0 0
（道路など） 518 315 433 417 - 158 123
堤防敷(ha) 581 583 536 468 360 205 126
水面(ha) 2,795 4,711 3,640 3,158 1,800 1,710 2,600
（遊水池） （淡水湖） （淡水湖） （淡水湖） （調整池） （調整池） （調整池）
貯水量(万t) - 25,570 16,860 17,004 - 7,200 7,900
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図 1－1 計画概要図（諌早湾干拓事業 環境モニタリング 
平成 15 年（2003 年）度版より）1) 
区分 延長 天端敷高
潮受堤防 7,050m EL(+)7.0m 明石式
内部堤防 11,070m EL(+)3.5～4.0m
4,070m EL(+)3.5m
北部堤防 1,900m EL(+)4.0m
南部堤防 1,830m EL(+)3.5m
小江堤防 3,270m EL(+)3.5m
延長 有効
3.5km 5.5m
中央干拓地 支線道路 20.4km 5.5m
小江干拓地 支線道路 2.2km 5.5m
26.1km -
延長 備考
支線排水路 1.9km
支線排水路 8.8km
小江干拓地 支線排水路 2.3km -
13.1km -
延長 備考
中央干拓地 用水路 17.2km 陽水揚場：1ヶ所
小江干拓地 用水路 3.6km 陽水揚場：1ヶ所
20.8km -
工事主要計画
区分
幹線道路
合計
合計
陽水揚場：1ヶ所
区分
中央干拓地
合計
区分
(1)流域面積 249km2
(2)締切面積 3,542ha
○普通畑（かんがい面積） 647ha
中央干拓地 556ha
小江干拓地 91ha
○農業用施設用地 34ha
○宅地等用地 12ha
○道水路等用地 123ha
○堤防用地 126ha
○調整池面積 2,600ha
(3)有効調整容量 7,900万m3
面積・容量
全体計画概要
項目
調整池  
諫早湾  
北部防水門  
南部防水門  
潮受堤防  
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１．３ 干拓事業計画見直し  
 有明海は我が国最大の潮位差を有している。その有明海の西部の諫早湾で干拓事業が行
われた。諫早湾における干拓事業見直し前は、全長 7,050m の潮受堤防で締め切り、更に潮
受堤防で締め切った湾奥部の 3,550ha の一部を 17,600m の内部堤防で再び締め切ることに
より、土地（1,840 ha）と調整池（1,710 ha）を造成するものであった。干拓事業見直し
後は、全長 7,050m の潮受堤防で締め切り、潮受堤防で締め切った湾奥部の 3,542ha 
の一部を 11,070m の内部堤防で再び
締め切ることにより、土地（942ha）
と調整池（2,600ha）を造成すること
となった。 
 造成された新しい土地では高能率、
高生産性農業及び近代的な酪農・畜
産経営などが計画されているほか、
潮受堤防は湾奥部を潮汐の影響から
遮断し潮受堤防内に造成された調整
池の水位を TP-1ｍに保つことにより
諫早湾周辺地域を洪水や排水不良か
ら守る防災機能を併せ持った計画と
なっている。また、調整池は淡水化
され近代的農業を実現するための農
業用水として利用される計画となっ
ている。表 1－2 に計画全体概要の比
較、表 1－3 に調整池計画概要の比較
を示す。 
 
１．４ 水質保全目標  
干拓調整池の水質保全目標として、水質保全目標値COD（化学的酸素要求量）、T-N（全窒
素）、T-P（全リン）について表1－4のように設定されている2)。 
諫早湾干拓調整池水質保全計画として、長崎県は湖沼水質保全計画に準拠して、調整池
の水質保全のための事業、汚濁源に対する規制、その他の措置等の総合的な計画を策定し
ている。また、調整池の流域（諫早市（旧諫早市、旧高来町、旧森山町）、雲仙市（旧愛野
町、旧吾妻町））は、水質汚濁防止法に基づく“生活排水対策重点地域”の指定を平成9年
（1997年）11月に受けており、各市町は生活排水対策推進計画を策定し、生活排水による
汚濁を減らす施設の整備・対策がとられている。 
表 1－2 計画全体概要 
  
表 1－3 調整池計画概要 
項目 面積・容量（見直し前） 面積・容量（見直し後）
(1)流域面積 249km2 249km2
(2)締切面積 3,550ha 3,542ha
○造成面積 1,840ha 942ha
　☆干陸面積 1,654ha 816ha
　　農業用地 1,400ha 681ha
　　・畑地（灌漑面積） 1,326ha 647ha
　　・農業用施設用地 74ha 34ha
　　宅地等用地 15ha 12ha
　　道路・水路等 239ha 123ha
　☆堤防用地 186ha 126ha
○調整池面積 1,710ha 2,600ha
(3)有効調整容量 72,000千m3 79,000千m3
項目 諸元（見直し前） 諸元（見直し後）
流域面積 249km2 249km2
調整池面積 1,710ha 2,600ha
管理水位 T.P(-)1m T.P(-)1m
常時貯水容量(-1m時) 19,000千m3 29,000千m3
総貯水量 91,000千m3 10,800千m3
畑地灌漑水量 5,130千m3 3,280千m3
有効調整容量 72,000千m3 79,000千m3
計画洪水位 T.P + 3.2m T.P + 2.16m
北部排水門 33.35m × 6門 33.35m × 6門
南部排水門 25m × 2門 25m × 2門
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１．５ 潮受け堤防の概要  
 潮受け堤防は全長 7,050m、高さ EL(+)7.0m あり、大潮時に伊勢湾台風クラスの台風が通
過しても干拓地および周辺地域に影響を与えないよう設計されている。北部排水門はゲー
ト長 33.35m×6 門、南部排水門はゲート長 25.00m×2 門設置してある。図 1－2 に潮受け堤
防の概略図を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
水質保全目標値
COD
(mg/l)
T-N
(mg/l)
T-P
(mg/l)
５以下 １以下 ０．１以下
項　　目
表 1－4 水質保全目標値 
図 1－2 潮受け堤防概略図 
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１．６ 「諫早湾干拓調整池等水質委員会」の概要 1) 
諌早湾干拓事業に伴う潮受堤防の締切りにより調整池が創出され、かんがい用水とし
ての水利用を図るとともに、水質及び水辺環境を将来にわたって適正に保全していく必
要があることから、調整池及びこれに流入する水路等の水質保全に関する検討を専門的
見地から行うため、「諫早湾干拓調整池等水質委員会」が平成 9 年（1997 年）6 月に九州
農政局に設置された。その諫早湾干拓調整池等水質委員会では、水質保全の観点から、
発生源対策の重要性、高度処理型合併浄化槽の普及促進、畑地の赤土流出抑制、内部生
産を抑制する観点での対策、海域環境にも配慮した対策の必要性が指摘されている。 
  保全対策を考慮した調整池水質シミュレーション結果から、実施可能な水質保全対策
（①水田・畑における排出負荷削減対策、②下水道等整備、③高度処理型合併浄化槽整
備、④ヨシの進出促進工、⑤飼料作物の栽培、⑥フロート式水耕栽培浄化、⑦環境保全
型農業の実施、⑧新干拓地内の排水路における浄水場発生土による水質対策）により、
目標水質には届かないものの、概ね目標水質と同程度の水質まで改善され、また中長期
的には実施可能な対策による水質予測結果では目標水質の達成は、可能であると報告し
ている。 
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１．７ まとめ  
長崎県諫早市の国営諫早湾干拓の営農者らが干拓調整池と有明海を隔てる潮受け堤
防の排水門を開けると農漁業や防災に悪影響を及ぼす恐れがあるとして、開門差し止め
を国に求めた仮処分の申し立てに対し、長崎地裁は平成 25 年（2013 年）11 月 12 日に差
し止めを命じる決定を出した。「開門による農業者や漁業者らの被害は甚大。開門しても
漁場環境が改善する可能性は低く、公共性、公益上の必要性と農漁業者の不利益を比べ
れば差し止めを認めるべき違法性がある」との判断が示された。諫早湾を堤防で締め切
ったことと有明海の漁業被害の因果関係を認め、国に 5 年間の常時開門を命じた福岡高
裁の確定判決とは正反対の判断であるが、その確定判決は平成 25 年（2013 年）12 月 20
日にまでに開門する義務を国に課していた。 
このように司法判断により国が相反する二つの義務を負い、困難な状況になっている
要因として、有明海海域環境の長期的変化要因に加えて、開門後における状況に関する
科学的知見が不足していることが考えられる。諫早湾干拓調整池等水質委員会において
は、目標水質が達成できるかに主眼が置かれているため、懸濁性物質挙動予測にまでは
至っていないことから、有明海海域環境との関連性を明らかにする観点からも懸濁性物
質挙動予測に着目した検討が必要であろう。 
以上のように、有明海の環境変化と諫早湾干拓調整池の潮受堤防の締め切りとの因果
関係が指摘されつつも詳細については未解明となっているため、本研究では、諫早湾干
拓調整池の懸濁性物質の挙動について、現象解明の観点から検討し、将来予測の観点か
らは水質モデルにより海水導入に伴う懸濁性物質の堆積過程について考察を試みる。 
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第２章 諫早湾干拓調整池に関する既往調査研究  
 
諫早湾干拓調整池の水質情報に関しては、農水省（農政局）関連の委員会、有明海のノ
リ不作を経て、環境省等の各種委員会がデータを収集している 1),2),3),4),5)。これら委員会
等で収集された基礎的データや分析は、個別対応の目的に応じて実施されているために総
合的観点からの検討については残された課題も多いようである。本章では、それら個別の
委員会での結果を総括し、問題分析の観点から課題の抽出を行う。併せて、問題分析に必
要な水質シミュレーションの意義について言及する。 
２．１ 環境モニタリング（九州農政局による）  
 諌早湾干拓事業では、事業実施にあたり、長崎県環境影響評価事務指導要綱にもとづい
て、昭和 61 年（1986 年）度に環境アセスメント（環境影響評価）が実施され、また平成 3
年（1991 年）度に環境アセスメントの一部変更が行われている。この中で、工事中および
事業完了後の保全目標が守られ、環境保全が適切に図られるように環境モニタリング計画
（環境監視等）が定められている。 
 現在もこの計画にもとづき、工事中の環境モニタリングを行いながら、工事に伴う周辺
地域環境への影響が最小限になるよう配慮されている。 
図 2-1 環境モニタリング内容フロー1) 
事業による、気象の変化を把握するために、気温、風向・風速など
の観測を行っています。
気　象
大気質
騒音・振動
地下水
水　質
底　質
野　鳥
水生生物
陸生生物
海底地形
工事車両などから発生する大気汚染物質を把握するために、大気質
の測定を行っています。
工事車両などから発生する騒音や振動を把握するために、騒音・振
動の測定を行っています。
事業による、地下水位の変化を把握するために、地下水位の観測を
行っています。
事業による、水質の変化を把握するために、水質調査を行っていま
す。また工事による濁りの発生を監視しています。
事業による、底質の変化を把握するために、底質調査を行っていま
す。
事業による、野鳥の生息状況の変化を把握するために、潮受堤防内
及び有明海の主な干潟で野鳥の調査を行っています。
事業による、プランクトン、魚卵、稚仔魚や底生生物への影響を把
握するために、水生生物の調査を行っています。また調整池周辺河
川生物の生息状況についても調査を行っています。
潮受堤防内の陸生生物の変化を把握するために、植物及び動物調査
を行っています。
事業による、水深、汀線の変化が考えられるため、諫早湾及び調整
池において、3年毎に海底地形の測量を行っています。
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環境モニタリング計画に従い、調整池及び諌早湾海域において、九州農政局が毎月 1 回、
採水分析により、以下の水質調査を実施しているようである。 
 
水質項目・・・水温、pH、DO、COD、SS、塩化物イオン、NH4-N、 
       NO2-N、NO3-N、T-N、PO4-P、T-P、Chl-a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
環境モニタリング調査の補足として調整池において、九州農政局が毎週 1 回（平成 8 年
（1996 年）度～平成 19 年（2007 年）度）もしくは月 2 回（平成 20 年（2008 年）度以降）、
採水分析により、以下の水質調査を実施しているようである。 
 
水質項目・・・水温、pH、DO、COD、SS、塩化物イオン、NH4-N、 
       NO2-N、NO3-N、T-N、PO4-P、T-P、Chl-a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
図 2-2 水質調査地点位置図（月 1 回調査）1) 
図 2-3 水質調査地点位置図 1) 
（週 1 回調査＝平成 8 年（1996 年）度～平成 19 年（2007 年）度 
月 2 回調査＝平成 20 年（2008 年）度以降） 
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また、諌早湾海域において、九州農政局が多項目水質計により、毎正時、溶存酸素等の
観測を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
諫早湾干拓事業では、環境監視を適切かつ円滑に実施し、諫早湾地域の環境保全を図る
ため、専門的な立場から助言・指導を行う諫早湾干拓地域環境調査委員会（事務局：長崎
県環境政策課）が設置されている。 
諫早湾干拓事業では、環境監視計画の策定、実施、結果の公表及びこれを踏まえた対策
の検討の各段階において、関係地方公共団体等と十分な協議・調整を行うため、平成元年
（1989 年）5 月に諫早湾干拓事業環境モニタリング連絡会議（事務局：長崎県諫早湾干拓
室）が設置されている。 
調整池及びこれに流入する水路等の水質保全を図るため、平成 9 年（1997 年）6 月に諫
早湾干拓調整池等水質委員会（事務局：農林水産省九州農政局）が設置され、調整池水質
の動向把握、水質保全対策等の検討が継続的に行われている。平成 21 年（2009 年）2 月に
は、平成 20（2008 年）、21 年（2009 年）度の調整池水質保全対策等の実績状況を把握し、
今後の調査方針、水質検討を専門的見地から行うことを目的とし、諫早湾干拓調整池水質
検討委員会（事務局：農林水産省九州農政局）が設置され、現在に至っている。 
 
 
 
 
 
図 2-4 溶存酸素等調査位置図（毎正時）1) 
 
   
凡  例  
● 調査地点  
  
 
 
●
B4 
●
B6 
●
B5 
●
B3 
●
S6 
●
S1 
諫  早  市  
高  来  町  
小長井町  
雲仙市  
山田川
 
 有明川  
二反田川  
深海川
 
 
境川
 
 
本明川  
 13 
２．２ 諫早湾干拓調整池等水質委員会（H9(1997)年～H19(2007)年）6) 
 諌早湾干拓事業に伴う潮受堤防の締切りにより調整池が創出され、かんがい用水として
の水利用を図るとともに、水質及び水辺環境を将来にわたって適正に保全していく必要が
あることから、調整池及びこれに流入する水路等の水質保全に関する検討を専門的見地か
ら行うため、「諫早湾干拓調整池等水質委員会」が平成 9 年（1997 年）6 月に九州農政局に
設置された。 
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図 2-5 諫早湾干拓調整池等水質委員会 
諫早湾干拓地域環境監視機構
諫早湾干拓事業環境
モニタリング連絡会議
（H元.5設置）
【構成】
干拓事業者（農水省）
・九州農政局
・諫早湾干拓事務所
自治体
・長崎県
・関係市町（1市7町）
諫早湾干拓事業環境
モニタリング連絡会議
（H5.6設置）
【構成】
鳥類生態学　植物生態学
干潟生物学　湖沼生態学
淡水湖工学　環境工学
衛生工学　　河川工学
海洋生態学
　　学識経験者13名
【構成】
◎環境モニタリング調査
計画の策定
◎環境モニタリング調査
結果の評価
◎環境モニタリング調査
結果をふまえた対策
◎その他目的達成のため
に必要な事項
調査結果・
計画等
専門的観点
から
助言・指導
意見
公表
調査結果・計画等
環境モニタリング（干拓事業者）
【監視項目】海底地形、地下水、水質、底質、気象
　　　　　　大気質、騒音・振動、野鳥、水生生物
対策
九州農政局（干拓事業者）
調査結果・計画等
諫早湾干拓調整池等水質委員会（H9.6設置～H19年）
【構成】学識経験者　14名
【目的】調整池及びこれに流入する水路等の水質
　　　　保全に関する検討を専門的見地から行う。
【審議事項】◎調整池等の水質把握及び考察
　　　　　　◎調整池等の水質保全対策の検討
　　　　　　◎調整池等の水質保全対策の検証
　　　　　　◎その他必要と認められる事項
諫早湾干拓調整池水質検討委員会（H21.2設置）
【構成】学識経験者　8名
【目的】平成20,21年度の調整池水質保全対策等の
　　　　実績状況を把握し、今後の調査方針、水質
　　　　検討を専門的見地から行う。
【審議事項】◎干拓地等の現状：水質保全対策等の
　　　　　　　実施状況把握及び考察
　　　　　　◎調査方針の検討
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この委員会は、諫早湾干拓事業に係る調整池及びこれに流入する水路等の水質保全に関
する検討を専門的見地から行うことを目的として設置され、これまで 16 回開催されている。 
当委員会においては、水質保全の観点から、発生源対策の重要性、高度処理型合併浄化
槽の普及促進、畑地の赤土流出抑制・内部生産を抑制する観点での対策、海域環境にも配
慮した対策の必要性等が指摘されている。 
 調整池水質シミュレーション結果から、概ね 5 年後に実施可能な水質保全対策（①水田・
畑における排出負荷削減対策、②下水道等整備、③高度処理型合併浄化槽整備、④ヨシの
進出促進工、⑤飼料作物の栽培、⑥フロート式水耕栽培浄化、⑦環境保全型農業の実施、
⑧新干拓地内の排水路における上水場発生土による水質対策）により、目標水質には届か
ないものの、概ね目標水質と同程度の水質まで改善され、また中長期的に実施可能な対策
による水質予測結果では目標水質の達成は、可能であると確認している。 
しかし、この委員会では、対象となる水質項目は、目標値が設定されている水質項目の
COD、T-N、T-P であり、SS は目標水質に含まれていない。SS に関する委員会の見解として
は、COD 等の目標水質が達成されていない原因の一つに巻き上げが挙げられているが、SS
に関する水質シミュレーションの実施や結果に対する評価は不十分なようである。 
なお、公害等調整委員会における「有明海における干拓事業漁業被害原因裁定申請事件」
（平成 15 年（2003 年）4 月 16 日、有明海で漁業を営む福岡県外 3 県の漁民 19 人の申請人
から、国（代表者農林水産大臣）を被申請人として、有明海において申請人らが被ったノ
リ、アサリ、タイラギ、クチゾコの漁業被害は、国営諌早湾干拓事業において行われた工
事によるとの原因裁定を求めた事件）では、有明海におけるノリ養殖、タイラギ漁等につ
いて、申請人らの被害（不作、不漁）は部分的に認め得るものの、それらと諌早湾干拓事
業との因果関係は、高度の蓋然性をもって認めるには至らないとの理由により、申請を棄
却する裁定が下された 7)。 
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２．３ 有明海・八代海総合調査評価委員会 2) 
有明海における魚介類、底生生物の減少や平成12年（2000年）度のノリの不作、八代海
における赤潮による漁業被害等を契機として、有明海及び八代海を豊かな海として再生さ
せることを目的とした「有明海及び八代海を再生するための特別措置に関する法律」（以
下「有明海特別措置法」という。）が議員立法により制定され、平成14年（2002年）11月
に施行された。 
特別措置法により環境省に設置された有明海・八代海等総合調査評価委員会では、平成15
年（2003年）2月に第1回委員会が開催され、これまでに計32回（平成25年（2013年）11月
27日時点）開催された。この評価委員会においては、国・県・大学等による調査結果の報
告、各委員による研究成果の発表、関係者からのヒアリング、小委員会による各種調査研
究文献の報告、水産資源の減少や海域環境の悪化といった問題点と原因・要因に関する整
理、国等が実施している再生事業等に関する報告がなされ、これらの発表や報告に基づい
て有明海・八代海の再生にかかる検討が重ねられてきた。 
有明海・八代海が抱える諸問題に関し、得られたデータを元に可能な限りの科学的な考
察が行われ、一定の整理はできているものと考えられているが、未だに多くの検討課題が
残されているようである。 
諫早湾干拓事業との関連性については、科学的視点からも検討された根拠資料を見出す
ことは困難なようである。有明海に関する貴重な資料を提供しているが、本研究のテーマ
との関連性からは、これ以上の総括は困難である。 
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２．４ 有明海再生機構の中間まとめ 3) 
平成 18 年（2006 年）12 月に公表された環境省有明海・八代海総合調査評価委員会報告
書は、有明海環境の状況と変化の要因分析について科学技術の集大成と見なされていた。
発表後の 5 年間で実施されたプロジェクト型調査研究や、大学における個別研究等で多く
の成果が発表され、評価委員会報告書の記載事項を変更すべき事項、補強すべき事項が蓄
積された。また、評価委員会報告書が用いていた図表等は、平成 15 年（2003 年）から平
成 17 年（2005 年）を最終年度としていたため、平成 21 年（2009 年）までの新たなデータ
を付け加えることによって事象がどのように理解されるかを再検討する必要に迫られた。 
有明海問題に関して、「第Ⅰ部 有明海における漁業・生物の現況」、「第Ⅱ部 有明海異
変の要因の解明」、「第Ⅲ部 シミュレーションモデルを用いた再生策の効果判定」の分野
毎に‘現在の到達点’として結論、課題が述べられているが、分野別の細項目は、以下の
とおりである。 
 
①赤潮（珪藻、シャトネラなど）発生の増加 
②潮位潮流（成層化）の変化 
③栄養塩の流入・有機物の流入 
④貧酸素水塊の発生 
⑤底質の変化及び懸濁物輸送 
⑥河川を通じた陸域からの土砂供給の減少 
本論文に関連する内容として、⑤「底質の変化及び懸濁物輸送」に関して得られた結
論と課題を抜粋すると、以下のようである。 
・平成 12 年（2000 年）と平成 21 年（2009 年）の底質変化をみると、泥化から粗粒化の
方向に変化したことから、有明海は泥化しつつあるという認識は変更する必要がある
と指摘している。 
・島原半島沖および諌早湾内までを含めて、１潮汐間の流動と懸濁物濃度分布の変化に
ついて詳細調査の結果、諌早湾内で巻き上げられた底泥が湾外に流出し、その後、塩
田川沖海底水道に沿って、有明海湾奥方向に輸送される様子が確認され、有明海湾奥
南西部海域の底質変化に対して、諌早湾締め切りにともなった懸濁物輸送の変化が影
響した可能性があることが示唆された。その後行われた連続観測の結果、諌早湾の懸
濁物輸送は、常に流出傾向にあるのではなく、鉛直混合した時期には、逆に諌早湾奥
向きになっていることが確認された。 
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２．５ 短期水門開門調査 8) 
九州農政局によれば、短期水門開門調査の目的は、以下のように記述されている。 
有明海の富栄養化や有害赤潮の発生など、環境変化に対応し、再生に向けた取組みが急
務とし、有明海の環境改善のための有効な方策を検討・実施していくために、総合的に検
討することとしている。 
有明海の環境変化への影響が指摘されている要因の一つである諫早湾干拓事業につい
ては、有明海全体としての環境改善の方策を講ずるための総合的な調査の一環として、諫
早湾干拓事業の有明海の環境に及ぼす影響の度合いの解明に向け、短期の開門調査を含む
開門総合調査が行われた。有明海ノリ不作等対策関係調査委員会で取りまとめられた「諫
早湾干拓地排水門の開門調査に関する見解」1)の趣旨等を踏まえ、排水門を開けることに
より被害が生ずることがないよう、また、そのことを地域住民が実感し得るように、表 2-1
に示す 3 つの観点に立って実施された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-1 開門調査にあたっての観点 
項　目 観　点
①被害を防止するための有効な
対策を講ずることができる
1.防災機能の確保
2.排水門等施設安全性の確保
3.周辺棒行・漁業への影響の考慮
②原因の究明及び対策の検討の
ために、早期に成果を得る
1.開門に伴う影響緩和のための短期間の対策工の実施
2.調査成果の早期取りまとめ
3.適切な経費で必要とされる成果が得られる調査手法
③様々な要因の調査と総合的な
連携が保てる
1.有明海の他の調査結果と有機的な連携のもとでの調査の実施
2.踏査結果の総合的な検討
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 この短期の開門調査を含む開門総合調査により、諫早湾干拓事業による有明海環境への
影響をできる限り量的に推定し、その成果は有明海における他の各種調査の結果と併せて、
有明海の環境改善の方策を総合的に検討する場に提供することとなっている。  
 
短期の開門調査は、平成 14 年（2002 年）4 月 1 日から 4 月 23 日まで海水導入前調査を
受けて、4 月 24 日から 5 月 20 日まで調整池に海水が導入され、水質、水位等の観測が行
われるとともに、海水導入終了後（5 月 21 日）、調整池が淡水に回復する過程について、
引き続き調整池及び海域の水質等の変化が観測された。なお、短期の開門調査は、調整池
内の塩化物イオン濃度が海水導入前と同程度（1,000mg/l）になった時点で終了することと
なっていたが、9 月 24 日の調整池内の塩化物イオン濃度は、1,190～1,370mg/l（Ｂ1，Ｓ
11，Ｂ2 の採水分析結果）となっていた。調査の実施期間は、表 2－2 に示すとおり区分さ
れた。 
 
 
区分 調査期間
海水導入前調査 ４／１～４／２３
海水導入中調査 ４／２３～５／２０
海水導入後調査 ５／２１～  
 
 
開門調査に係わる調査項目を表 2-3 に示す。調査は、海水導入前（4 月 1 日～4 月 23 日）、
海水導入中（4 月 24 日～5 月 20 日）、海水導入後（5 月 21 日～）の環境の変化を把握され、
海水導入に伴う調整池及び海域における環境の変化を分析されるとともに、流況解析など
調査に必要なデータを得るための観測が行われたほか、海水導入に伴う不測の事態に対応
するために必要な観測が行われた。観測位置を図 2-6 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-2 短期開門調査における調査期間 
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表 2-3(1) 調査項目 
海水導入前 海水導入中 海水導入後
気温 ４地点（西里、小野島、湯江、吾妻）
降水量 ４地点（西里、湯江、吾妻、堤防管理事務
風向・風速 ４地点（西里、小野島、湯江、吾妻）
日射量 データ収集 西諌早観測地点
調整池水位 調整池 北部水位局、南部水位局、P1、D19 P1,D19は海水導入後
潮位 海域 南部潮位局
st1-st7、st10,
st12-st14
連続観測 4/28-5/22
st10,S12,B4 連続観測
4/28-5/22
鉛直分布
水温、塩分、DO P5,D19,D22 － 連続観測 連続観測 計器測定
水温、塩分、
DO、Chl-a
D19,P5,D21,D22,B1,
B2,S11,P2,D24,A23,A
24,P1
－ １回／日
１回／日
（5/27まで）そ
の後は１回／
計器測定
鉛直分布
B1,B2,S11 １回／週 ２回／週 １回／週
採水分析
pH,DO,SS,
Cl-は１回／週
P1,P2,D24 １回／週 １回／週 １回／週 採水分析
D19,D22 － 連続観測 連続観測 計器測定
D19,P5,D21,D22,B1,
B2,S11,P2,D24,A23,A
24,P1
１回／日
１回／日
（5/27まで）そ
の後は１回／
計器測定
鉛直分布
pH、DO、COD、
SS、栄養塩類な
ど（Cl-,T-N,T-
P,NH4-N,NO2-
N,NO3-N,PO4-
N,Chl-a）
流入河川
8河川16地点（境川、
小江川、深海川、本
明川、二反田側、千
鳥川、山田川、土井
川）
１回（3/13)
2回
（4/26,5/17)
1回（6/4) 採水分析
S1,S6,S7,S8,B3 － 連続観測 連続観測 計器測定
S1,S6,B3,B4,B5,B6,S
12,S13
－ １回／時
１回／時（3
潮期4潮時）
水温、塩分、
DO、Chl-a
S1,S6,S12,S13.B3,B4
, B5
－ １回／日
１回／日
（5/27まで）そ
の後は１回／
北部側２地点、南部
側２地点 －
排水時（２回）
（船上よりの不
連続観測）
排水時（２回） 目視及びGPS観測
B3,B4,B5,B6,S1,S6,S
12,S13
１回／週 ２回／週 １回／週
採水分析
pH,DO,SS,
Cl-は１回／週
S7,S8,S10,StA,StB,B
3,B4,B5,B6,S1,S6,S1
2,   S13
１回／月 ２回／月 １回／月 採水分析
連続観測
連続観測
連続観測
計器測定
鉛直分布
備考
連続観測
連続観測
連続観測
pH、DO、COD、
SS、栄養塩類な
ど（Cl-,T-N,T-
P,NH4-N,NO2-
N,NO3-N,PO4-
N,Chl-a）
調整池
海域
気象観測地
点事務所
流向・流速 海域
pH、DO、COD、
SS、栄養塩類な
ど（Cl-,T-N,T-
P,NH4-N,NO2-
N,NO3-N,PO4-
N,Chl-a）
濁度
水温、濁度、塩
分、DO
濁りの拡散
気象・海象
水位
潮流
水質
分類 調査・観測項目 調査・観測地点
調査観測頻度
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表 2-3(2) 調査項目 
海水導入前 海水導入中 海水導入後
粒度組成、COD、強
熱減量、硫化物、含
水比、ORP、栄養塩
等（T-N,T-P,Chl-a,
フェオフィチン)
B1,B2,S11,水際線 1回（４／９） １回（５／２５）
濁り沈降量、SS、
VSS
B1,B2,P1,D24 － １回／４日 １回／４日 セディメントトラップ
堆積物性状分析（土
粒子密度,pH,Cl-
,ORP,COD,Chl-a,フィ
オフェチン,T-
C,TOC,T-N,T-P）
B1,B2,P1,D24 － － １回
セディメントトラップ
海水導入中の堆積物
を終了後に回収分析
粒度組成、COD、強
熱減量、硫化物、含
水比、ORP、栄養塩
等（T-N,T-P,Chl-a,
フェオフィチン)
S1,S6,S7,S8,B3,B4,B
5, S12,S13 1回（４／９）
１回（５／２
５）
濁り沈降量、SS、
VSS
S1,S4,S6,S7,S8,B3,S1
2,S13 － １回／４日 １回／４日 セディメントトラップ
堆積物性状分析（土
粒子密度,pH,Cl-
,ORP,COD,Chl-a,フィ
オフェチン,T-
C,TOC,T-N,T-P）
S1,S4,S6,S7,S8,B3,S1
2,S13 － － １回
セディメントトラップ
海水導入中の堆積物
を終了後に回収分析
植物プランクトン
（種類、細胞数）
動物プランクトン
（種類、個体数）
B1,B2,P1 １回／週 1回／週 １回／週
魚卵（種類、卵
数）　稚仔魚
（種類、個体数）
B1,B2
魚卵１回（４
／９）稚仔
魚１回（４／
魚卵１回（５
／２６）稚仔
魚１回（５／２
植生（種類、生育
数、枯れ率）
水際３側線
（B-1,B-2,B-3) １回 １回 １回
植物プランクトン
（種類、細胞数）
動物プランクトン
（種類、個体数）
S1,S6,S7,S8,B3,B4,B
5, S12,S13 １回／週 1回／週 １回／週
魚卵（種類、卵
数）　稚仔魚
（種類、個体数）
S1,S6,S7,S8,B3,B4,B
5, S12,S13
魚卵１回（４
/10）稚仔魚
１回（４/10）
魚卵１回（５
／２６）稚仔
魚１回（５／２
底生生物
（種類、個体数）
S1,S6,S7,S8,B3,B4,B
5, S12,S13 １回（４/10） １回（５/２５）
生物
底質
調整池
備考分類 調査・観測項目 調査・観測地点 調査観測頻度
海域
底生生物
（種類、個体数）
魚類
（種類、個体数）
１回
（５/２５－２
６）
１回
（５/10-11）
１回
（5/25-26）
海域
調整池
B1,B2,水際線
１回（４／
９）
B1,P1,P4
１回
（４／９-１
０）
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図 2-6 調査位置図 
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九州農政局によれば、短期水門開門調査における海水導入により、段階的に海水の導入
量が増やされ、大潮・小潮等全ての潮汐を含む一定期間以上にわたって海水導入を繰り返
された後、通常の排水門操作に戻され、調整池の塩分濃度が低下した。 
 
海水導入の考え方は、以下のようである。 
② 水導入開始当初は、その影響が目視できる昼間に海水導入が行われた。 
②調整池の水位を、通常の調整池の管理と同じ標高－1.2m から－1.0m で管理された。（こ
の時、海水導入直後の濁りの拡散を抑えるため、海水導入量や排水量を急激に増やさ
ず徐々に水位変動を増すようにする。） 
③底泥（ガタ土）の洗掘を抑えるため、ゲートの開度を調整し、護床工の外側に生じる
流速を 1.6m/s 以下に抑えられた。 
④不測の事態が生じた場合及び生じる恐れのある場合には、海水導入が一時中断される。 
 
排水門からの海水導入及び排水の実施状況を、表 2-4 に示す。排水門からの海水導入の
実施は、平成 14 年（2002 年）4 月 24 日から 5 月 20 日までの 27 日間のうち 19 日、延べ
27 回実施され、約 7,000 万 m3導入された。海水導入が開始された 4 月 24 日から 4 月 29
日までは、昼間に１回の海水導入が行われ、その後は、小潮期で干潮位が最も低下しても
標高－1.0ｍ程度であった 5 月 4 日から 5 月 7 日、日雨量で 100mm 程度の降雨があった 5
月 15 日を除き、調整値水位、有明海潮位等の状況をみて可能な限りの海水導入が行われた。
排水門からの排水は、調整池の水位を標高－1.2m から－1.0m の範囲で海水導入の条件が整
い得るよう行われ、海水導入実施期間中、約 10,100 万 m3の排水が行われた。海水導入終
了後（5 月 21 日以降）は、通常の排水管理に戻され、調整池水位を管理水位標高－1.0m
となるよう、排水が行われた。 
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開始 終了
海水導入量
（万m3）
排水量
（万m3）
調整池水位 EL(m)
24 水 中潮 - 15:30 16:02 80 -1.04 ～ -1.00
25 木 中潮 - 14:12 16:00 230 -0.98 ～ -1.09
10:30 11:10 80 -1.07 ～ -1.03
14:30 15:26 260 -1.03 ～ -1.16
10:00 10:51 200 -1.14 ～ -1.04
14:30 15:26 320 -1.03 ～ -1.19
10:00 10:54 300 -1.17 ～ -1.02
14:30 15:44 340 -1.02 ～ -1.19
10:00 11:12 340 -1.18 ～ -1.01
14:30 16:14 360 -1.01 ～ -1.19
0:11 1:33 380 -1.20 ～ -1.01
3:55 6:14 340 -1.01 ～ -1.18
6:51 8:47 360 -1.19 ～ -1.01
15:06 16:51 360 -1.00 ～ -1.18
19:34 21:16 280 -1.20 ～ -1.06
5:24 5:57 20 -0.99 ～ -1.00
15:42 17:43 380 -0.93 ～ -1.12
20:07 21:35 220 -1.12 ～ -1.01
2 木 中潮 - 16:29 19:00 420 -0.96 ～ -1.17
3 金 中潮 49 18:09 19:51 100 -1.07 ～ -1.12
4 土 小潮 14
5 日 小潮 -
6 月 小潮 1
11:55 13:00 80 -0.73 ～ -0.77
22:53 1:31 340 -0.74 ～ -0.91
11:41 14:07 300 -0.90 ～ -1.05
14:40 15:33 80 -1.05～ -1.01
23:49 2:13 340 -1.00 ～ -1.17
2:46 4:39 360 -1.17 ～ -0.99
12:00 14:30 360 -0.99 ～ -1.17
15:30 17:26 340 -1.18 ～ -1.01
0:25 2:49 300 -1.00 ～ -1.15
3:31 5:15 320 -1.16 ～ -1.00
12:30 14:43 380 -0.96 ～ -1.15
16:21 17:55 280 -1.15 ～ -1.01
1:04 3:38 380 -0.99 ～ -1.18
4:02 6:03 340 -1.18～ -1.01
13:01 14:48 380 -0.99 ～ -1.18
17:01 18:46 320 -1.17 ～ -1.01
1:36 4:16 380 -1.00 ～ -1.19
4:36 6:48 380 -1.19 ～ -1.00
13:08 15:04 400 -0.98 ～ -1.18
17:28 19:21 360 -1.18 ～ -1.00
2:16 4:41 360 -1.00 ～ -1.18
5:03 7:18 360 -1.18 ～ -1.00
13:40 15:23 340 -0.99 ～ -1.16
18:02 19:57 360 -1.18 ～ -1.00
2:57 5:08 300 -1.00～ -1.15
5:35 7:30 320 -1.17 ～ -1.01
14:07 16:02 400 -1.00 ～ -1.20
18:32 19:56 200 -1.20 ～ -1.10
4:02 5:20 80 -1.06 ～ -1.10
14:43 17:04 360 -0.94 ～ -1.12
4:44 5:33 10 -0.91 ～ -0.91
15:10 17:08 380 -0.85 ～ -1.04
19:46 20:23 40 -1.03 ～ -1.01
15:59 18:12 380 -0.94 ～ -1.13
20:30 21:57 240 -1.13 ～ -1.01
17:03 19:38 400 -0.95 ～ -1.15
21:01 22:46 280 -1.15 ～ -1.01
18:52 20:45 220 -0.97 ～ -1.08
21:24 23:05 140 -1.08 ～ -1.01
20:34 21:35 100 -0.98 ～ -1.03
22:56 23:35 40 -1.03 ～ -1.01
7000 10100
-
19 日 小潮 -
合計
20 月 小潮
17 金 中潮 -
18 土 小潮 -
15 水 中潮 92
16 木 中潮 -
13 月 大潮 -
14 火 中潮 3
11 土 大潮 -
12 日 大潮 -
9 木 中潮 -
10 金 中潮 30
46
7 火 長潮 5
8 水 若潮 -
-
4
1 水 中潮
5
中潮
29
30 火
月
26 金
27
28
2
大潮
大潮
大潮
大潮
排水門操作
月 潮期 降水量日
日
-
-
-
土
 
表 2-4 排水門からの海水導入量及び排水の実施状況（著者により作成） 
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２．６ 他の水質・底質環境に関する既往研究 
 諫早湾調整池と有明海の水質変化相互関係に関連する既往研究等の知見及び課題を整理
するにあたって、以下の分野に分類するものとした。 
２．６．１ 貧酸素濃度に着目した既往研究 
諫早湾調整池と有明海の水質変化との相互関係に関連して「貧酸素濃度」に着目し既往
研究を収集、分析した結果を以下に示す。 
貧酸素現象について、有明海のり不作を契機に実施された調査報告はあるが 9),10),11)、基本
的には水産分野からの検討内容であり、諫早干拓調整池との関連性については詳細に言及
したケースは皆無のようである。 
有明海や諫早湾の貧酸素現象をモデル化して定量的に把握した検討例があるが、これら
も、のり不作を契機にしているものが大半であり有明海海域環境の長期的変化について現
象解明の観点から検討されたものは少ないようである 10),12)。 
有明海特有の泥質干潟の底泥巻き上げに伴う貧酸素化については、巻き上げ現象の解明
に加えて、高濁度の浮泥が密度流的挙動も示しつつ、密度躍層を形成すると酸素消費が進
むこととなり、室内実験や現地観測によりこの高濁度層における酸素消費を取り扱った検
討例がある 13),14)。本研究と密接に関係すると思われる検討例として諫早湾の底泥表面か
らの酸素消費速度を測定した例が挙げられる 15)。これらの研究は、いずれも、貧酸素化と
懸濁性物質の挙動と関連するものではあるが、基本的には、還元状態にある底泥等による
（巻き上げを伴う）酸素消費過程や密度成層下での酸素消費現象について考察したもので
ある。諫早干拓調整池からの排出水の影響と諫早湾の底質との関連について言及している
例もあるが、定量性の観点から課題が残されているようである 16)。 
 有明海の溶存酸素濃度の長期的変化について水質シミュレーションを実施して検討した
研究例もあるが、溶存酸素濃度の計算は、植物プランクトン、懸濁性物質等、溶存酸素の
濃度の供給と消費に係わる総ての水質項目について再現性を確認しつつ、併せて長期的観
点からの計算も必要とされ、現段階でも十分な成果が得られている段階ではないようであ
る。限られた成果を踏まえると、有明海の酸素消費と供給は、植物プランクトンの寄与が
大きく、赤潮藻類や密度成層等懸濁性物質の貧酸素の及ぼす影響はイベント的に発生する
ようであり、詳細な現象解明は、今後の検討課題と言えよう 17),18)。 
 いずれにしても有明海や諫早湾の底質環境と調整池排出水中の懸濁性物質との関係を明
らかにするためには、まず、調整池内の懸濁性物質の挙動について把握する必要があろう。 
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図 2-18 酸素消費速度の空間分布 15) 
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２．６．２ 赤潮・青潮に着目した既往研究 
諫早湾調整池と有明海の水質変化相互関係に関連して「赤潮・青潮」について既往研究
を収集・整理した結果を以下に示す。 
夏季の有明海においては、貧酸素水塊が湾奥北西部と諫早湾内を中心に同時的に発生し、
有明海湾奥部では沖合域で夏季の成層期に表層からの酸素供給が低下して底層で徐々に貧
酸素化が進むとともに、干潟縁辺域で小潮～中潮期に成層が強化され、貧酸素化すること
が明確となっている 19)。さらに、有明海湾奥北西部海域では、海域で生産される有機物が
多いこと、その酸素消費ポテンシャルが大きいことを明らかにし、湾奥に輸送・集積され
た懸濁物と底泥の酸素消費により著しく貧酸素化する機構が明らかになっている 19)。 
有明海湾奥部西部深水域でのタイラギ人工漁場造成水域を対象とした水理・水質に関す
るモニタリング調査を通しては、有明海に関わる基礎情報の収集、深水域における水質環
境を把握されている。特に、夏季の海域で問題視されている赤潮が確認され、タイラギに
多大な影響を及ぼしたものと推察されている 20)。 
長崎県総合水産試験場によってまとめられた平成 13 年（2001 年）までに諌早湾で発生
した赤潮発生の記録によると、諫早湾で発生する鞭毛藻赤潮は原因種が多様化するととも
に多発する傾向にあり、平均発生面積は狭くなっている。その原因として、富栄養化海水
の流入、諫早湾での海水の流速低下に伴う表層海水の攪拌が減少するとともに、季節的に
底層部に貧酸素水塊が出現することにより堆積物表層からの栄養塩が溶出している可能性
が考えられる 21)。 
シャットネラ赤潮及び青潮の発生に関連する水質要因を明らかにするため、現地観測か
ら得られたデータより赤潮・青潮の発生要因について考察されている 22)。平成 19 年（2007
年）夏季と同様にシャットネラ赤潮の発生とともに、高い値の Chl-a を水表面近傍で計測
することができており、鉛直成層度の増加とともに表層ではシャットネラ赤潮の発生が確
認され、また、赤潮発生の直後に海底面近傍で貧酸素水塊の発生も認められている 22)。南
よりの風によって表層部の水が諫早湾から有明海へ吹送され、それを補うように底層部で
有明海から諫早湾内への補償流が発生し、その流れによって諫早湾内の貧酸素水塊が湧昇
し、青潮が発生することが把握されている 22)。 
以上のように、赤潮・青潮発生について考察が述べられているが、いずれにしても潮受
け堤防締め切りによる赤潮・青潮発生への影響の観点からの課題が残されている。 
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２．６．３ 底質環境に着目した既往研究  
諫早湾調整池と有明海の水質変化相互関係に関連して「底質環境」に着目し既往研究を
収集・整理した結果を以下に示す。 
底質環境に関する研究は、水質環境との関連性から物質輸送・変換の視点で検討される
ことが原則であるが、底質環境では、ストックとしての作用が強いため、水質をフローと
して取り扱っている場合には、境界条件として取り扱われることが多い 23),24)。また、底
生生物との関連から検討される場合には、貝類等の水産資源への影響に重点を置かれる場
合が多く 25),26)、分解者の関与を認めつつ、底質内と上層水との物質輸送・変換過程を取
り扱うケースは、調査内容が多岐に渡るため検討例は皆無に等しいようである。 
調整池排水の諫早湾の底質環境に及ぼす影響を取り扱った検討例については、潮受け堤
防完成後の流況変化に起因する内容が大半である。現象論としては、潮受け堤防の建設に
伴い堤防付近の流れは停滞するために、所定の堆積過程が現れるのは物質輸送の自然現象
として当然の結果でもある 27)。しかしながら、諫早湾の底泥の堆積過程が、巻き上げを受
けつつも定常（安定）状態に近いのか、あるいは遷移過程にあるのかについては、筆者の
知る限り、十分な知見は得られていないようである。潮受け堤防完成後における諫早湾の
底質環境について、遷移過程にあるならば、底質の嫌気化等については、遷移過程を前提
で考察する必要があり、嫌気化は自然現象として必然の結果とも言える。 
調整池からの懸濁性物質の排出量については、5 章でも詳述するが、調整池への流入負
荷とオーダー的にほぼ同等の量が排出されていることから、諫早湾（奥）での堆積底泥は、
調整池内で質的な変化を受けていることが想定される。具体的には、調整池が沈殿地とし
て作用し、池外へは調整池内で沈殿しきれなかった微細な懸濁性物質が排出されている可
能性があるということである。 
いずれにしても調整池内における懸濁性物質の挙動について、特に沈降過程について現
象解明の観点からの研究が必要とされる所以でもある。 
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２．７ 諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価  
 諫早湾調整池と有明海の水質変化相互関係に関連して「諫早湾干拓事業の潮受け堤防の
排水門の開門調査に係る環境影響評価」に関する資料を収集・整理した結果を以下に示す
4),5)。 
 開門調査のための環境影響評価（以下、環境アセスメント）は、環境影響評価法に準拠
して行うこととし、平成 20 年（2008 年）9 月 30 日に環境アセスメントの基本的な考え方
を定めた指針が策定、環境アセスメントが開始され、開門が実施された場合、どのような
変化や影響が生じるかについて調査、予測、評価を行い、必要に応じてその影響を回避・
低減する措置が検討された。 
 平成 24 年（2012 年）8 月 21 日の評価書公表後、9 月 25 日に環境大臣から農林水産大臣
に対する意見提出があり、その後、11 月 16 日の農林水産大臣から九州農政局に対する意
見提出を経て、この意見の基づき評価書の補正が行われている。 
 3 つの開門方法毎に、有明海の潮流や水質の変化等をシミュレーションし、開門を実施
した際に、有明海、諫早湾、調整池及び背後地等にどのような影響を及ぼすのかを予測・
評価するとともに、それぞれに必要となる環境保全措置を含めて取りまとめられた。 
 開門方法については、ケース 3-2（調整池水位を現状と同じ水位で管理する開門方法）
以外の方法で開門した場合、防災上、営農上、漁業上の影響が大きいことから、ケース 3-2 
で 5 年間の開門が適当であること、ケース 1（開門当初からの全開門）やケース 2（段階的
な全開門）の方法で開門した場合、諌早湾において、潮受堤防の締切前とは異なる、早い
流れや海底の泥の巻き上げによる大きな濁り等が生じ、諌早湾内のアサリやスズキ等の漁
船漁業、カキ養殖等に漁業被害が生じることが懸念され、防災上の観点からも、ケース 1
及びケース 2 の方法によることは適当でないと判断されている。 
 水質シミュレーションモデルの検証は、平成 19 年（2007 年）度を対象に流向・流速、
水質（DO、COD、SS）等の計算値が概ね現況を再現しており、妥当と判断されている。さら
に、平成 19 年（2007 年）度と同等のパラメータを用い、平成 21 年（2009 年）度の気象条
件、河川流入条件により現況再現計算を実施した結果、計算値は実測値と整合しており、
再現性は良好と判断されている。 
 評価書概要は上記のとおりであるが、流動計算、水質計算の双方において調整池内の計
算は対象外となっており、また SS 濃度の検証では風による巻き上げ由来と思われる高 SS
濃度時の再現結果が良好でないような課題もみられる。 
 特に降雨時は、一時的に相当量の負荷が流入し、調整池において量的・質的に変化する
ため、池内の水質変化について十分な検討がなされていないようであり、将来予測を行う
には後述するように検討課題が多いようである。 
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図 2-32 平成 19 年度水質予測の再現性検証結果 
（有明海湾奥部の代表地点） 
図 2-19 平成 21 年度水質予測の再現性検証結果 
（有明海湾奥部の代表地点） 
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本研究の主要テーマである調整池の懸濁性物質に挙動に関する視点から、「諫早湾干拓事
業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価書」（以下、評価書）における「濁
り」に着目した予測結果概要をまとめると、下記のようである。 
 なお、開門ケースについては、ケース 1＝排水門開度：全開、ケース 2＝海水導入量・排
水量を段階的に増加させ、最終的には全開、ケース 3-1＝制限流速を設定して開門、ケー
ス 3-2＝管理水位 EL－1.0～－1.2m で開門となっているが、本研究では、主として実施可
能性の高いと思われるケース 3-2 について言及する。 
流況（流速）については、ケース 3-2 では、当然のことではあるが、海水導入に伴う流
れにより開門時には排水門前面で流速増加がみられ、諫早湾央部から湾口部及び有明海に
は変化はみられないとの結論を得ている。 
濁り（4 月：開門当初月）については、ケース 3-2 は流動の変化が最も小さいため、濁
りの変化は排水門周辺ではみられるが、その変化は小さいと予測している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらには、夏期、冬季においても同様の結果を得ており、開門による海域の SS の変化は
諫早湾奥部付近にとどまり、B3 地点での表層の経時変化はほとんどみられないとの予測結
果を得ている。開門に伴う周辺海域への影響は小さいか限定的であることが主要な結果の
ようである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-20 濁り（4 月：開門当初月）予測結果（ケース 3-2）～アセス評価書より 
図 2-21 海域 SS の変化予測結果（ケース 3-2）～アセス評価書より 
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ここで、評価書において構築された濁りの水質モデルについて分析を試み、評価書にお
ける課題の整理を行うこととする。評価書によれば、濁り計算においては、降雨時におけ
る陸域から SS 流入負荷、巻き上げと沈降である。沈降については、環境アセスメントの手
続き上、最新の情報、知見を導入しているが、検討課題も多いようである。詳細は、4 章
で言及する。ここでは、評価書の計算結果からモデル設計のコンセプトについて言及する。
図 2-39～41 に濁りの計算結果を示す。頭中の潮位は、評価書から引用（評価書に記載され
ている図を用いて筆者により作成）したものである。これらの図から、濁りの計算結果が
潮位と連動していることが確認され、そのことが特徴的である。計算結果と実測値との乖
離について、不明な点もあるが高濃度時に計算結果と実測値との乖離が認められるようで
ある。評価書によれば、波浪による巻き上げが考慮されていないことから、巻き上げは、
主として潮位によるものと推察されるが、干出域からの（波浪等の）巻き上げを考慮する
ために、一定濃度の SS 供給（負荷としては、潮汐流量×濃度(2000mg/l)）しており、この
ことによって潮位と連動しつつ、濃度上昇現象のモデル設計がなされているものと推察さ
れる。沈降輸送については、計算結果の低濃度期の SS がオーダー的に 0mg/l となっている
ことも特徴的である。沈降輸送モデルの評価については、感度解析を踏まえる必要がある
が、詳細は不明である。評価書で採用されている沈降速度式は、汽水域（塩分 5‰以下）
と海水域（塩分５‰以上）に区別して取り扱われている。海水域では、塩分による凝集を
考慮せねばならず、当然のことであるが、汽水域の沈降速度より大きい値となっている。
しかしながら、現実的には、降雨時には土砂成分の流入が支配的となっているため、本来
は、粗い粒子群の沈降が卓越する(沈降量は増える)にもかかわらず、そのことが速度式で
は表現できないことを示している。具体的には、塩分濃度の変化（降雨時の淡水流入と連
動）を考慮した沈降速度式の採用が望まれるが、その知見が十分得られておらず、現象解
明の観点からも検討課題と言える。このことについては、調整池へ海水導入に伴う懸濁性
物質の沈降現象と密接に関連するため 5 章で詳述する。 
 評価書における底質モデルについては、詳細な記述が公表されていないため考察が困難
である。 
以上、述べたように、評価書における濁り（懸濁性物質）の挙動に関する知見が不足し
ていること、周辺海域における堆積状況についての影響も懸念されていることから、調整
池内の懸濁性物質の挙動については現象解明の観点からも課題が残されているようである。 
さらには、後述するように河道管理の観点からも河口すなわち調整池内の懸濁性物質の
堆積特性について知見を得ることは重要と考えられる。 
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図 2-22 濁りの検証地点（公共用水域水質調査及び諫早湾自動昇降装置観測地点） 
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佐賀 A-1 
佐賀 A-3 
佐賀 B-2 
図 2-23 佐賀県 SS 濃度、潮位の比較（平成 19 年度公共用水域水質調査地点） 
佐賀 B-3 
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福岡 St-5 
福岡 St-6 
福岡 St-7 
図 2-24 福岡県 SS 濃度、潮位の比較（平成 19 年度公共用水域水質調査地点） 
福岡 St-9 
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２．８ 世界的類似事例  
２．８．１ ハーリングフリート堰（オランダ）  
「ダム水源地ネット平成 13 年（2001 年）12 月号 オランダハーリングフリート堰
現地調査報告」28)に基づき、河口堰開門事例は以下のように紹介されている。 
昭和 28 年（1953 年）にオランダ南西部を襲った高潮により、当地域では 16 万ヘク
タールの地域が浸水し、死者 1835 名に及ぶ被害が発生後、この大災害を契機にオラ
ンダ政府は高潮防御を目的とした「デルタプロジェクト」が策定された。ハーリング
フリート堰はデルタプロジェクトの一環として、ライン川の派川の一つであるハーリ
ングフリート川の河口に昭和 45 年（1970 年）に設置された。ハーリングフリート堰
の第一の目的は、高潮災害を防止することにある。この目的に付随して河口部の淡水
化が可能であったことから、将来の地域の発展にも資するよう平常時も水門を閉鎖し
淡水を確保することとされた。堰の運用に伴い、高潮災害の防止や飲料水・農業用水
の確保、舟運の航行性の向上、水面を利用したレクリエーション機会の増大等の効果
が得られた。しかし汚濁物質・土砂の堆積の進行魚類の遡上への影響など堰上流域の
生態系への変化、河岸の浸食の進行等の課題が生じた。 
さらには、自然環境に対する関心の高まり等が契機となり、オランダ政府は、平成
6 年（1994 年）にハーリングフリート堰の運用について環境影響評価に着手し、平成
11 年（1999 年）にはその結果を公表、平成 12 年（2000 年）には、堰を平成 17 年（2005
年）から段階的に開放することとなった。 
堰の開放について検討を進めるにあたっては次の 4 案が検討された。 
① 現状維持案 
② 汐制限案（1／5の水門を40％の時間開放） 
③ 潮汐調節案（1／3の水門を95％の時間開放） 
④ 潮対策（水門は高潮時以外は開放） 
これら複数の案に対して、自然環境の復元度合い、開放に伴う河道浚渫費用の低減、
取水口の移設等開放に伴う対策、費用等を総合的に考慮し、③の潮汐調節案が採用さ
れた。平成 17 年（2005 年）から実施されるのはこの潮汐調節案そのものではなく、
まずは 10％の水門を 95％の時間開放してモニタリングを行い、その結果を踏まえて
潮汐調節案に移行する予定となった。 
 
以上が、ハーリングフリート堰（オランダ）における水門開放が決定されるまでの
概要であるが、その後平成 17 年（2005 年）1 月より開門実施予定であったが、平成
20 年（2008 年）1 月に延期され、さらに平成 22 年（2010 年）12 月に再延期され、現
在に至っている。 
オランダでの環境影響評価の方法は、日本のものと異なっている。オランダでは、
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ゼロオプション（現行のまま）との比較が実施されているが、日本の場合、ゼロオプ
ションは通常、実施されない。オランダの環境影響評価においては、経済評価が実施
され、政策的に実現可能なものだけが、評価の対象となっている。 
諫早湾干拓事業を例とすると、開門が決定された後に、事業費が算出され、開門条
件のオプション（制限付き）が決定されたので、政策分析の手法（アプローチ）とし
てもオランダの手法と異なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-25 デルタ計画主要事業位置図 
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２．８．２ 始華湖（韓国）  
 始華湖は、韓国ソウル市から約 40ｋm 西南に位置し、平成 6 年（1994 年）12.7km の潮
受堤防竣工によって完成した人工湖であり、当初は農地への灌漑用水として淡水化が予定
されていたが、締切後に湖内で著しい水質悪化が発生したため平成 9 年（1997 年）には淡
水化を断念し、排水門による海水交換が開始され、始華湖の底層塩分は周辺海域と同様に
なったものの、流入する淡水との間に強い成層構造が形成されるため、締切当初の著しい
水質悪化からは回復したが、同時に海底の貧酸素化が顕著になったと報告されている 29),30)。 
始華湖には、半月川、安山川などの河川を通じて生活排水や畜産排水などの高濃度の有
機物が流入しており、北部工業団地前ではそれに加えて工場排水に含まれる多量の重金属
が未処理のまま流入したと推定される。河川から流入した陸起源の重金属は、始華湖に入
ると土砂に吸着され、土砂の堆積と共に底質に蓄積されていく。こうした過程を通じて、
水質のみならず底質環境にも悪影響が及んでいるものと考えられる。 
 
始華湖による事例からも分かるように、諫早湾干拓事業と異なり、重金属等の健康項目
に関わる水質悪化が社会問題となっている事例である。いわゆる始華湖の問題は、公害問
題として区分されるものである。 
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２．９ まとめ  
 諫早湾干拓調整池と有明海の水質変化相互関係に関する資料を収集・整理した結果を以
下に示す。 
 
 （１）環境モニタリング調査 
    昭和 61 年（1986 年）度の環境影響評価の実施、平成 3 年（1991 年）度の環境ア
セスメントの一部変更が進められる中、環境モニタリング計画が定められ、この計
画に基づき、環境モニタリング水質調査、調整池水質調査、溶存酸素等調査が実施
されている。諌早湾及び調整池内における平成元年（1989 年）以降の水質状況を把
握できる唯一の水質調査結果であるため、これらのデータは、諌早湾及び調整池内
の現状把握・課題分析、さらに長期的な観点での水質モデル検証における基礎資料
として有用である。 
 
 （２）諫早湾干拓調整池等水質委員会 
    平成 9 年（1997 年）6 月に九州農政局に設置された「諫早湾干拓調整池等水質委
員会」において、調整池水質シミュレーション結果から、概ね 5 カ年後に実施可能
な水質保全対策により、目標水質と同程度の水質まで改善され、さらに中長期的な
対策により、目標水質の達成が可能と判断されるとの見解が示されているが、長期
に至る実測データからは、その確証が得られていない。この委員会での対象水質項
目は、COD、T-N、T-P となっている。本委員会の検討対象水質項目は、目標水質に
重きを置いているために底質環境や諫早湾や有明海の海域環境と密接に関係すると
思われる懸濁性物質の挙動については、十分な検討がなされていない。 
    当委員会は、平成 19 年（2007 年）度の事業完成を期に委員会のとりまとめ報告
を公表している。その後の委員会活動（諫早湾干拓調整池水質検討委員会）につい
ては、筆者の知る限り公表された情報が得られていないために考察が困難である。 
 
 （３）有明海・八代海総合調査評価委員会 
    平成 12 年（2000 年）度の有明海のノリ不作を契機として、有明海及び八代海を
豊かな海として再生させることを目的とした「有明海及び八代海を再生するための
特別措置に関する法律」が議員立法により制定され、有明海・八代海が抱える諸問
題に関し、得られたデータを元に可能な限りの科学的な考察が行われた。しかし、
調整池との関連性に着目した参考となる重要な情報については十分に得られていな
いようである。 
 
 
 40 
 （４）有明海再生機構の中間まとめ 
   有明海再生機構は、既往の公的委員会等の資料を整理し、総括を試みている。例
えば、平成 18 年(2006 年)12 月に公表された環境省有明海・八代海総合調査評価委
員会報告書については、有明海問題に関して、「第Ⅰ部 有明海における漁業・生
物の現況」、「第Ⅱ部 有明海異変の要因の解明」、「第Ⅲ部 シミュレーションモデ
ルを用いた再生策の効果判定」の分野別に‘現在の到達点’として①赤潮（珪藻、
シャトネラなど）発生の増加、②潮位潮流（成層化）の変化、③栄養塩の流入・有
機物の流入、④貧酸素水塊の発生、⑤底質の変化及び懸濁物輸送、⑥河川を通じた
陸域からの土砂供給の減少の項目について結論、課題を述べている。 
底質の変化及び懸濁物輸送における結論、課題は、平成 12 年（2000 年）と平成
21 年（2009 年）の底質変化をみると、泥化から粗粒化の方向に変化したことから、
有明海は泥化しつつあるという認識は変更する必要があると指摘している。その他、
漁業関係者等から独自のヒアリング調査を実施している。 
 
 （５）短期水門開門調査（九州農政局） 
    有明海の環境変化への影響が指摘されている要因の一つである諌早湾干拓事業に
ついて、有明海全体としての環境改善の方策を講ずるための総合的な調査の一環と
して、諌早湾干拓事業が有明海の環境に及ぼしているとされる影響の度合いの解明
に向け、平成 14 年（2002 年）4 月 1 日～4 月 23 日（海水導入前）、4 月 24 日～5 月
20 日（海水導入中）、5 月 21 日～（海水導入後）に短期開門調査及び開門総合調査
が実施された。 
    この短期開門調査は、諌早湾干拓潮受け堤防締め切り工事終了後において初めて
の開門調査であるため、現時点での開門時の状況を把握できる唯一の調査結果とい
える。 
    本研究では、開門に伴う水質予測も視野に入れていることから、海水導入に伴う
調整池の水質変化の影響把握を可能とする水質予測モデルの構築が必要不可欠であ
る。そのため、短期開門調査に関する調査条件、調査結果は、水質予測モデル構築
にあたり、貴重な検証材料となり得る。 
 
 （６）既往研究等の知見及び課題 
    諌早湾調整池、有明海をフィールドとした研究について実施された研究論文知見
等を収集整理した上で課題について整理した。その結果、調整池内の水質特性を把
握した上での影響把握を試みた検討例は少なく、諫早湾や有明海の海域環境の変化
に重点を置いた検討例が多いようである。諌早湾締め切り後の分析評価になってお
り、締め切り前後における環境変化や諫早湾、有明海に及ぼす影響把握等、現象解
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明の観点からの検討例は少ない。 
 
 （７）諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価  
    開門に伴う環境影響評価書の濁りに関する計算においては、降雨時における陸域
からの SS 流入負荷、そして干潟（干出）域からの巻き上げに伴う一定濃度の SS 供
給（負荷としては、Jd=（潮汐流量×濃度(2000mg/l)））によって現象が支配される
ようモデル設計されているものと推察される。沈降輸送については、（低濃度期の
SS がほぼ 0mg/l となっていることから）過大な沈降輸送のために短期の濃度上昇時
を除けば濃度変動にほぼ寄与していないものと思われる。開門アセスメントに採用
されている沈降速度式は、汽水域（塩分 5‰以下）と海水域（塩分 5‰以上）に区別
して取り扱われている。双方の比較からは、汽水域の絶対的な沈降速度が海水域の
ものより小さくなっている。このことは、降雨時に沿岸域の SS 濃度が高濃度かつ塩
分濃度が低い期間の沈降輸送が小さいことを意味する。しかし、現実的には、降雨
時には土砂成分の流入が支配的となっているため、本来は、粗い粒子群の沈降が卓
越するにもかかわらず、そのことが計算上は、再現できないことを示している。い
ずれにしても SS の沈降過程と底泥の堆積過程との関連性の評価は困難である。 
    底質モデルについては、詳細な記述が公表報告書にないため評価は困難である。
上層水からの沈降 SS の堆積量、すなわち底泥に関する物質収支についても記述がな
いため評価は困難である。特に、年間当たりの底泥の堆積量については、沈降と巻
き上げに関するパラメータとの関連性が強いことから感度解析を踏まえた底泥堆積
について評価する必要がある。 
 
    上記の（1）～（7）を踏まえ、諌早湾調整池内における底泥環境の現状把握・問
題分析が重要であるため、調整池内の懸濁性物質濃度に着目した研究を行うことは
重要かつ社会的意義も高いと考えられる。 
 また、本研究で対象とする水質項目は、以下の理由により、濁り（SS 濃度）とし
た。 
○濁りは、他の水質項目との関連性が弱く、かつ、沈降と巻き上げのみによって左
右されるため、予測モデルの総括が比較的容易であるが、現在公表されている「諫
早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価」評価書におい
ては、調整池内での予測について充分論じられていない。 
 
○濁りは、底泥の形成（特に河口域や汽水域）と密接に関係し、諫早干拓調整池の
底質管理（本明川の河川管理）の観点からも影響評価において重要な意味を持つ。 
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○開門に係る調整池、諫早湾、有明海（特に湾奥部）の水質に及ぼす影響は、水質
濃度の変化から見て感度が低い（変化量が小さく定量性が低い）ものの、底質（底
泥の形成）に対しては、ストックとしての影響が時間積分値として現れることから、
SS の堆積過程を把握することは、特に重要である。 
 
○SS 濃度は、密度成層や水中照度にも関係する。特に、密度成層の存在を前提とし
て水質予測を行うには、水温、塩分と併せて SS 濃度も密度に含まれるため（成層
下での）溶存酸素濃度の変化（DO 濃度減少）にも影響を与える。 
 
以上のように、特に環境影響評価の観点からは懸濁性物質の挙動に関する知見が不足
していること、周辺海域における堆積状況についての影響も懸念されていることから、
調整池内の懸濁性物質の挙動については現象解明の観点から課題が残されている。河道
管理の観点から河口すなわち調整池内の懸濁性物質の堆積特性について知見を得ること
が重要である。本論文では、調整池内の懸濁性物質濃度の沈降・巻き上げ現象について
基礎的知見を得た後、海水導入に伴う調整池内懸濁性物質濃度の予測についての考察を
行う。 
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第３章 諫早湾干拓調整池の水質・底質特性 
 
３．１ はじめに 
前章において、諫早湾干拓調整池に係る環境影響評価 1),2)の観点では懸濁性物質の挙動
に関する情報が不足していること 3)、周辺海域における堆積状況についての影響も懸念さ
れていることから、本章では調整池内の懸濁性物質の挙動に着目した水質・底質特性につ
いて考察する。環境モニタリング調査における水質・底質調査データに基づき、水質・底
質間における物質交換の観点から分析、考察し、閉鎖性の強い調整池内での内部生産、汽
水条件下における懸濁性物質の沈降・巻き上げ、堆積過程にある底質からの溶出など、調
整池の水質・底質特性を左右する主要な物質輸送・変換過程について考察する。調整池内
での物質輸送変換機を定量的に把握するために水質モデルを用いた現象の再現を行い、調
整池内の水質を左右する素過程の現象解明を試みる。 
 
３．２ 調整池内の水質特性 
環境モニタリング調査は下記の調査地点において実施されている 4)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調整池内の水質特性を明らかにするために環境モニタリング水質調査結果をもとに、調
整池内の塩化物イオン濃度と SS 濃度との関係について考察する。図 3-2、3-3 に示すよう
に、4 地点の溶解性水質の代表でもある塩化物イオン濃度と懸濁性物質濃度の双方とも、
概ね同様の挙動をしており、概ね完全混合状況にあると言える。調整池内の水質モデル構
築に際しては、密度流の影響が小さいものとして、池内全容積に対する平均濃度を用いる
こととする。 
図 3-1 調査位置図 4) 
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図 3-2 塩化物イオン濃度の経年変化 
図 3-3 SS 濃度の経年変化 
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３．３ SS 濃度からみた調整池水質特性 
調整池の水質特性の経年的変化、特に潮受堤防による締め切り前後における変化につい
て考察するための環境モニタリングデータによる分析を行った（図 3-4 参照）。懸濁性物
質と他の水質との関連性のあるものを抽出し、締め切り前後に区分し図 3-5,6 に示す。 
調整池内の懸濁性物質との関連性については、T-N、T-P との関連性が確認され、T-N に
ついては、SS 濃度に占める調整池の藻類などの懸濁性窒素由来が確認され、懸濁性物質に
吸着されている総リンが確認されるようである。特に、締め切り後（平成 9 年（1997 年）
5 月～）における SS 濃度の上昇に関連して T-N、T-P ともに増加していることが特徴的で
ある。一方、調整池外においては、調整池完成前後に拘わらず、T-P、T-N ともに SS 濃度
との関連性は、諫早湾奥あるいは調整池内のものより弱いことが確認される。このことは、
調整池の存在の有無に拘わらず、有明海からの物質輸送（移流及び分散輸送）による寄与
が支配的であることを示している。 
調整池内の塩分は、汽水条件下にあることから塩分と SS 濃度及び塩分と T-P、PO４-P と
の関係を図 3-7～9 に示す。図 3-7,8 から溶解性のリンが塩分と関連していることが確認さ
れる。一般的に汽水条件下での懸濁性物質は、凝集性を有することから上述したような懸
濁性物質に吸着されるリンは、塩分濃度とも関連し、いわゆる不溶化して懸濁性物質に取
り込まれていると考えられる。このような懸濁性物質が沈降する際には、溶解性リンも共
に沈降するものと思われる。 
SS 濃度と塩分の関係を図 3-9 に示す。この図から、降雨時の高濁度、低塩分を除けば、
高塩分下で低 SS 濃度となっており、凝集沈降の影響が現れていることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3-4 調査位置図 4) 
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図 3-5(1) SS 濃度との相関関係（B1 表層：調整池内） 
図 3-5(2) SS 濃度との相関関係（B2 表層：調整池内） 
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図 3-6(1) SS 濃度との相関関係（B3 表層：調整池外） 
図 3-6(2) SS 濃度との相関関係（B4 表層：調整池外） 
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図 3-7  塩化物イオン濃度と T-P,DIP の経年変化 
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図 3-8(1) SS、塩化物イオン濃度と PO4-P 濃度の相関関係（B1 表層） 
図 3-8(2) SS、塩化物イオン濃度と PO4-P 濃度の相関関係（B2 表層） 
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図 3-9(2) SS 濃度と塩化物イオン濃度の相関関係(B2 表層) 
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図 3-9(1) SS 濃度と塩化物イオン濃度の相関関係（B1 表層) 
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３．４ 藻類種の長期的変化 
諫早湾干拓調整池締め切り後（平成 9 年（1997 年）度～平成 16 年（2004 年）度）の藻
類種の変遷過程について考察を行う 5),6)。 
図 3-10 に、調整池における植物プランクトンの細胞数及び各種藻類の組成比率を示す。
細胞数について見てみると、平成 13 年（2001 年）度以降、徐々に細胞数が増加している
ことが分かる。また、珪藻の占める組成比率については、平成 11 年（1999 年）度以前は
珪藻の占める割合が少なく、平成 13 年（2001 年）度以降に珪藻優占となっていることが
分かる。図 3-10 に、調整池における植物プランクトンの細胞数及び Chl-a の関係を示す。
図 3-11 に示す結果は平成 9 年（1997 年）度～平成 12 年（2000 年）度の資料について整理
したものであり、図 3-12 に平成 13 年（2001 年）度以降のものを示す。 
これらの図において、細胞数と Chl-a との関係は、ある程度の関連性が認められる。 
平成 13 年（2001 年）度以降は、明らかに珪藻優占となっていることから、図 3-12 に示
される細胞数と Chl-a の関係は、主として単一種である珪藻由来によるものであり、逆に
図 3-11 に示される平成 12 年（2000 年）度以前については、複数藻類の細胞数と Chl-a の
関係によって、ばらつきが大きくなったものと推察される。いずれにしても、平成 13 年
（2001 年）度以降、珪藻が優占的となっていることが特徴的である。平成 13 年（2001 年）
度以降に注目し、珪藻と藍藻の細胞数と水温並びに無機態窒素の変化を図 3-13 に示す。珪
藻増殖が優占的となり窒素濃度を減少させ、ついで、高水温時かつ低窒素濃度で増殖する
藍藻特有の傾向が伺える。以上の結果から、平成 13 年（2001 年）度以降における藻類の
挙動を Chl-a で表現するならば、まず、珪藻が優占種として増殖していることが挙げられ
る。図 3-14 に、諫早湾土地改良事業で使用された地盤改良材（生石灰を含む）の使用量積
算値の経年変化を示す。平成 13 年（2001 年）度以降の地盤改良材の年間使用量は、平成
12 年（2000 年）度以前の年間使用量に対して 5 割程度にまで減少していることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-10 植物プランクトンの細胞数及び組成比率 
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図 3-13 珪藻と藍藻の細胞数と水温並びに無機態窒素の変化 
図 3-11 細胞数と Chl-a の関係図 
（H9(1997)年度～H12(2000)年度）
図 3-12 細胞数と Chl-a の関係図 
（H13(2001)年度～H16(2004)年度） 
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図 3-14 地盤改良材（生石灰を含む）の使用量の経年変化 
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諫早湾土地改良事業で使用された地盤改良材の土壌成分流出に及ぼす影響については
未解明な部分もあるが、地盤改良材によってシリカ成分の流出が抑制され、ひいては珪藻
の増殖に影響を与えた可能性も否定できない。 
さらに、調整池内の平成 7（1995 年）年～平成 16 年（2004 年）の SS 濃度（年平均値）
と地盤改良材積算値との経年変化関係を図 3-15 に示す。平成 10 年（1998 年）から平成 12
年（2000 年）、平成 13 年（2001 年）～平成 15 年（2003 年）にかけての SS 濃度と地盤改
良材積算値の増加が同様の傾向を示しており、平成 13 年（2001 年）以降の地盤改良材の
使用量減少に伴い SS 濃度が安定している傾向が伺える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-15 地盤改良材積算値と SS 濃度（年平均値）との関係 
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３．５ 水質モデルを用いた水質・底質特性の把握  
諫早湾干拓調整池では、週一回、表層部の水質観測が行われている。本明川河口部付近
を除く地点では、塩化物イオン濃度は、ほぼ同様の変化を示しており、3.2 調整池内の水
質特性において前述したように水平方向の濃度分布はほとんどなく、鉛直方向の濃度分布
もほぼ存在せず、同程度で推移している。水深が平均 1.4m と比較的浅く躍層ができている
とは考えにくいこともあり、池全体容量の体積平均濃度を算定する水質モデルを構築する
ものとした。調整池に対する連続の式は、河川流入量、海水浸透量、調整池容量、調整池
からの流出量で満足させた。図 3-17 に水質モデルの概念図を示す。調整池内での収支要因
としては、海域、降雨、大規模点源、堤体浸透による流入及び、河川の集水域からの流入、
植物プランクトンの内部生産、水位調整による流出、湖底への沈降、湖底からの溶出及び
巻き上げ、脱窒が考えられる。本研究では、各水質を SS 性、溶存性、植物プランクトン由
来の 3 項目の和で与えている。各水質項目流入負荷は L-Q 回帰式で与え、藻類の流入は無
いものとした 7),8)。 
図 3-16 調整池調査地点 
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 図 3-17 水質モデルの概念図 
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３．６ 調整池内への流入負荷量等の設定  
 調整池内の水質計算を行うに際して、本研究における境界条件の河川流入負荷、降雨流
入負荷、大規模点源負荷、河川流入量、堤体浸透負荷について述べる。 
 
３．６．１ 河川流入量 
調整池流域では、本明川の裏山地点でのみで流量観測が行われている。そのため、本明
川以外の河川では、河川流入量を推定し、境界条件として設定する必要がある。そこで、
タンクモデルにより河川流入量を推定するものとした。タンクモデルから算定した本明川
の河川流量と観測所流量の相関関係を図 3-18 に示す。この結果から再現性は概ね良好とい
える。図 3-19 にタンクモデルの河川流入量を用いた塩化物イオン濃度の計算結果を示す。
また、図 3-20 に雨量・流量年表データベースの本明川裏山観測所の実測流量と雨量のデー
タから面積換算で算出した河川流入量（以降、実測流量という）を用いた塩化物イオン濃
度の計算結果を示す。これらの図から、実測流量の塩化物イオン濃度計算値と実測値の整
合性が高いことが伺える。 
本研究では原則として実測流量を用いて河川流入量を設定するものとするが、実測流量
が得られない場合及び将来予測を視野に入れた入力条件も必要とされる事も想定しては、
タンクモデルにより河川流入量を設定するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-18 本明川流入量：実測値とタンクモデルによる計算値の相関関係
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図 3-20 実測流量を用いた塩化物イオン濃度計算値 
図 3-19 タンクモデルを用いた塩化物イオン濃度計算値 
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３．６．２ 河川流入負荷 
陸域から調整池への流入負荷は、降雨などに起因する河川からの非定常のものであり、
L-Q（負荷－流量）回帰式を用いて流入負荷を与えるのが一般的である。 
河川からの流入負荷（L-Q 回帰式による算定）に関して、一般に水質データと毎日の流
入量の実測データが得られるときには、これらのデータから次のような関係式を求め、負
荷量を算定することができる。（3.1）に L-Q 回帰式を示す。 
 
      （3.1） 
 
    L：負荷量（kg/s） Q：流入量（m3/s） a,b：定数 
 
調整池への流入河川のうち水質観測されている河川は本明川をはじめ、幾つかの河川
（境川、深海川、山田川等）である。L-Q 回帰式の作成方法として、本明川は、P1 地点（図
3-16 より、本明川流入口付近）の水質観測地と裏山地点流入量をもとに L-Q 回帰式を作成
した。P1 地点の河川流入量は裏山地点流量から面積比で求めた。境川、深海川、山田川の
観測地点はそれぞれの昭栄橋地点、ポンプ場横、蒐塚橋地点にあり、長崎県によって観測
されている。平成元年（1989 年）から平成 10 年（1998 年）までのデータをもとに L-Q 回
帰式を作成した。諫早湾干拓調整池の流域は概ね 4 つの水系からなるものとした。河川流
入負荷の算定において、観測所の流入量では水系全体の流量にならないことから流域面積
比で拡大する必要がある。図 3-21 に水系区分図、表 3-1 に流域面積の一覧表を示す。 
 
本研究ではこのようにして得られる L-Q 回帰式を用い、調整池への流入水量から負荷量
を算出する。L-Q 回帰式から求める水質項目は、COD、T-N、T-P、SS である。 
 
bQaL ・=
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図 3-21 水系区分図 
水系全体流域面積 測水所流域面積
A（k㎡） B（k㎡）
本明川水系 88.5 35.8 2.48
境川水系 19.21 16.68 1.15
深海川水系 42.62 6.77 6.3
山田川水系 62.82 9.06 6.93
地域区分 A/B
表 3-1 流域面積一覧表 
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本明川の流量観測は上流の裏山地点で実施されている。L-Q 回帰式を作成するにあたっ
ては、本明川の河口部付近の P1 地点の水質と面積比を考慮した裏山流量を用いた。作成し
た式を以下に示す。その他の水系についても、同様に面積比を考慮し作成した。 
（COD） ( ) 32.1)( )48.2(2.259/ QkgL CODH ⋅⋅=日     （3.2） 
（T-N） ( ) 022.1)( )48.2(150/ QkgL TNH ⋅⋅=日     （3.3） 
（T-P） ( ) 2.1)( )48.2(15/ QkgL TPH ⋅⋅=日     （3.4） 
（SS）  ( ) 32.1)( )48.2(776,7/ QkgL SSH ⋅⋅=日     （3.5） 
３．６．３ 降雨流入負荷 
調整池へ直接降雨が流入する場合も考慮している。5mm/日を有効雨量とし、調整池面積
を乗じた値に表 3-2 に示す降雨の水質を乗じて、降雨流入負荷とした。 
 
 
 
 
 
３．６．４ 大規模点源負荷 
大規模点源からの排出負荷として、以下の 4 つを考慮している。 
  ・諫早市下水処理場 
  ・し尿処理場 
  ・諫早市食肉事業所 
  ・と畜場（湯江） 
表 3-3 に示す水量と水質を乗じて大規模点源負荷とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
COD
(mg/l)
T－N
(mg/l)
T－P
(mg/l)
1.16 0.54 0.01
表 3-2 降雨水質 
項目 諫早市下水処理場 し尿処理場
諫早市
食肉事業所 湯江と畜場
水量
（m3/day) 13820 2590 500 240
COD
（mg/l) 10 15 10 25
T－N
(mg/l) 10 10 10 18
T－P
(mg/l) 0.5 1 1 7
表 3-3 大規模点源における水量と水質 
と畜場(湯江） 
13,82  2,59  
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３．６．５ 堤体浸透負荷 
調整池内の管理水位が、諫早湾潮位より-1ｍ低く設定されているため、調整池外からの
海水浸透が想定される。本研究では、有明海と調整池の水位差に起因するダルシー則によ
り堤体浸透量を算定した。したがって、堤体浸透量は諫早湾の潮位変動によって変化する
ものとなる。堤体浸透量に表 3-4 に示す諫早湾の水質を乗じたものを堤体浸透負荷とし、
調整池に流入するものとした。堤体浸透量は、後述する塩化物イオン濃度の再現性を確認
して設定した。 
 
( ))()( ththkQ iTEI −= ・       （3.6） 
 
TEIiiIN QRL ⋅=)(                                                  （3.7） 
 
ここで、QTEI：提体浸透量 k：総括的透水係数 hi(t)：諫早湾の水位 
    h(t)：調整池の水位 LIN：提体浸透負荷 
     Ri：諫早湾の水質（塩化物イオン濃度、COD、T-N、T-P） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
COD
(mg/l)
T－N
(mg/l)
T－P
(mg/l)
2.7 0.3 0.05
表 3-4 堤体浸透水質 
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３．７ 水質モデル  
３．７．１ SS 
調整池における懸濁物質は、懸濁粒子自体による濁りあるいは水中の有機物や栄養塩類、
重金属等の輸送媒体としての役割を果たす。懸濁物質は、基本的には水中に浮遊する物質
として定義され、浮遊物質といわれることもある。このような懸濁物質は、無機物及び生
物の死骸や微生物、プランクトン等のような有機物からなる。水中の懸濁物質は、懸濁粒
子が個々に分散した状態とそれらが凝集しフロックを形成している場合とがあり、懸濁物
質と水との混合物は懸濁液といわれる。さらに、懸濁物質が水底に沈積したものは、底泥
といわれるようになる。底泥に関しては様々な定義があるが海田は「河川、湖沼、湾、海
域などに堆積し、種々の物質を吸着、含有した軟弱な微細粒子群の総称」と定義した 9)。
底泥は同一地点で採取したものでも、工学および化学的特性値は、底泥の含水比や有機物
含有率、間隙水中の塩分濃度、泥温等により大きく影響を受ける。また、底泥は粘土濃度、
溶液の塩分濃度等により異なり、個々の粘土粒子を１つの構造単位と考え得る分散構造、
粒子が凝集しフロックを構造単位とする綿毛化構造あるいは両者の中間的な構造をもって
沈降、堆積する。また、堆積した底泥が圧密を受ければ配向構造を有するようになる。こ
れらの種々の要因に伴う底泥の特性の変化が底泥の物性把握をさらに困難にしている。 
 
ここで、SS 濃度の水質モデルに先立ち、調整池内の沈降現象、特に凝集沈降について、
既往の研究成果も踏まえ、以下のようにまとめられる。通常、凝集は、コロイド粒子のよ
うに電荷を有しているため分散系に反対荷電を有するイオン等が添加され粒子間の電気的
反発力を弱め粒子相互の衝突合体が可能となる状態を言う。凝集段階における粒子の衝突
合一には、ブラウン運動が支配的と言われているが、成長した粒子径が大きくなるとフロ
ック形成といわれる粒子塊となって沈降現象を支配するようになる。前述したように調整
池においては、若干ではあるが海水が浸透し、汽水条件下において、リンの不溶化に関連
して凝集の可能性も示唆された。通常、凝集やフロック形成を伴う沈降理論として、粒子
群の粒度分布を考慮する方法もあるが、粒子の成長現象（衝突現象）が非線形であるため
差分化された粒度分布について数値解を得ることは一般的に困難と言われている 10)。また、
衝突合一に関する凝集定数については、粒子間の相対速度に応じて、層流場、乱流場、重
力沈降、そして重力場＋せん断場のように区分される 11)。調整池内の懸濁性物質の凝集沈
降現象を粒度分布まで考慮して数値計算を行うことは理論上可能としても計算結果を検証
できる実測データが SS 濃度のみであること、及び粒子群の沈降や凝集に関する物性値を得
ることも困難であることから、本研究では、マクロ的観点からの質量輸送を基本とする沈
降現象として取り扱うこととした。具体的には、所定の濃度の SS の沈降速度を鉛直下向き
の質量輸送速度/質量として採用することとした。粒子（群）の沈降速度を沈降筒により測
定されることがあるが、普遍的な数値を求める際、留意しなければならないことは、十分、
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希薄な懸濁性物質の濃度であることである。濃度（特に体積濃度）が高くなると沈降に伴
い沈降筒内で沈降に伴う上向流が生じるため、濃度によっては実際の水域で生じる沈降現
象と同等の現象を再現している保証がない。 
懸濁性物質の沈降に伴い、堆積した底泥は、堆積初期の底泥の密度が小さい時には流れ
の剪断応力を受け流動し、あるいは長期的に圧密を受け、徐々に密度、即ち、底泥の強度
が増加する。この底泥は吹送流、洪水時、浚渫時、潮汐等の底面剪断応力が底泥最表層部
の強度より大きくなると巻き上げられる。巻き上げ時の新たな底泥表層部の強度よりも大
きな底面剪断応力が持続すれば、巻き上げが継続する。すなわち、堆積の経過に伴う底泥
の強度の増加と底面剪断応力に応じて、巻き上げ開始と巻き上げ量が決められる。巻き上
げられた底泥は浮泥として移流分散により輸送される。この浮泥は、沈降し、新たな底泥
を形成し始める。いずれにしても、再懸濁した粒子は、凝集性を有しており、底泥中の有
機性物質によってフロック形成に相当する粒子成長を伴うため、上述した凝集沈降を経て、
底泥を再形成することになる。したがって、懸濁している粒子の凝集性は、海水中におけ
る凝集、架橋作用を持つ凝集性の双方を有していることになるが、フロック凝集性の取扱
いを困難にする根拠は、過去に受けたフロック破壊等の条件により粒子成長に関して履歴
性を有していることである 12)。具体的には、上層水から堆積して間もない底泥と圧密を受
けた底泥から巻き上げられた懸濁性粒子の凝集沈降特性は必ずしも同一のものとならない。
したがって、以後のモデル化および数値計算における水質パラメータは、長期的には変化
し得ること、さらには塩分によって凝集性が変化し得ることを前提にしている。 
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SS 基礎式 13) 
h
AFASSclfWLL
dt
VSSd e
iSSSOUTSSIN
⋅+⋅⋅⋅−−=⋅ )( )( )()( 　　  
 
 
 
 
 
 
 
SS：SS 濃度 V：貯水池容量 ＬIN：流入負荷 ＬOUT：流出負荷  
Ws：沈降速度 cli：調整池内の塩化物イオン濃度 A：貯水池面積   
Ｆe：巻上げフラックス h：調整池水深  
α：凝集による沈降速度の係数 β：巻上げ速度係数 
Ｕ*：風速 Ｕ*e：限界風速 ｍ：指数 f2(wd)：風向係数 
 
風による巻き上げは上式に示されるように限界風速を超過した時に生じるものとした。
風向についても考慮し、調整池から干拓地への風向になった時の係数を１とし、それ以外
は、巻き上げを減じることとした。巻き上げフラックスの式において、本研究では、モデ
ルの簡便化も含めて m=1.0 とした。風速データについては、諫早市のデータが一般公開さ
れていないため、諫早湾近傍の島原の風速データを用いて計算を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ii clclf ⋅+= α1)(
)()1( 22
2
wdf
U
UF m
e
e ⋅−⋅=
∗
∗β　 ）＞（ eUU ∗∗
(3,7) 
(3,8) 
(3,9) 
 
（SS 変化）  （沈降）  （巻上げ）  （流出）  （流入）  
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３．７．２ T-P（全リン） 
流入河川から供給されるリンは、河川流量の増加に伴って増加することが知られており、
洪水時には、普段の数十倍～数百倍に及ぶことも珍しくない。しかし、このような場合に
流入するリンの多くは、流域内の面源系の汚濁源に由来するものであり、土粒子に付着あ
るいは含有されているリンである。人為的な汚濁の少ない河川においては、SS 中に概ね
1/1000 程度の懸濁態リンが含まれている。3.3 SS 濃度からみた調整池水質特性で述べたよ
うに、調整池内の塩分と SS 濃度と溶解性リンが連動して変動することが、調整池内の水質
変動の特徴の一つである。この事から、T-P については、SS に吸着するリンの動向を通常
の低次生態モデルに反映させる事が重要である。 
 
T－P 基礎式 
dt
VCPd
dt
VDPd
dt
VSPd
dt
VTPd )()()()( ⋅+⋅+⋅=⋅  
 
 
（懸濁性） 
    SPSPSPOUTIP RXASPwLLdt
VSPd ±+⋅⋅−−=⋅ )(  
 
（溶存性） 
    SPDATDPOUTIP RAKAKLLdt
VDPd m⋅−⋅+−=⋅ )(  
 
（藻類由来） 
    )(
)(
ii CHCdt
VCPd ⋅∑=⋅ α  
TP：T-P 濃度 V：調整池容量  SP：懸濁性 T-P 濃度  
DP：溶存性 T-P 濃度 CP：藻類由来 T-P 濃度 LIP：流入負荷  
LOUT：流出負荷  wSP：懸濁性 T-P 沈降速度  
XSP：SS の挙動に伴う懸濁性 T-P  RSP：藻類による吸収と死滅由来 
KDP：溶存性 T-P 溶出速度  KDAT：脱窒係数 
α：凝集による沈降速度の係数 A：貯水池面積 
 
 
（変化） （懸濁性） （溶存性） （藻類由来） 
（変化）  （流入）  （沈降）  （SS 由来）  （流出）  
（変化）  （流入）  （溶出）  （脱窒）  （流出）  
（藻類）  
（藻類）  
（3.10）
（3.11）
（3.12）
（3.13）
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田中 14)は室内実験により塩分と懸濁性物質に吸着されたリンの溶脱反応を調べ、海域に
おける河川から流入された懸濁性物質とリンの挙動について明らかにした。広島湾に流入
する太田川の増水時（平成 2 年（1990 年）8 月 22 日）に採取した懸濁性物質（SS：500 mg/l
及び 2000 mg/l）を海水（塩分 34.4‰）または希釈海水（塩分 15.0‰及び 2.0‰）に加え、
実験から得られた溶存態リン酸濃度の時間変化を図 3-22 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-22 から塩分増加に伴いリンの溶脱量は上昇することが確認された。筑後川感潮域
における調査と室内実験にも塩分増加により懸濁性物質の吸着態リン酸の低下がみられ、
河川の上流から河口域に従って懸濁性物質に吸着されたリンの溶脱の増加が懸念された
14)。本研究では田中 14)の実験結果を考慮し、図 3-22 から溶脱による溶存態リン酸濃度の
時間変化を式（3.10）と式（3.11）にまとめ、図から平衡濃度を見出し、初期条件で正規
化したグラフ（潮汐の周期より半日までを考慮）を作成した（図 3-23）。塩分 34.4‰と 15.0‰
(塩分 2.0‰は精度を欠くとして省略)の勾配を溶脱速度として求めた。 
kt
Pdes
e
CC
CC
CCk
dt
dC
−
∞
∞
∞
=−
−
−=
0
)(
 
C：リン濃度 C∞：平衡リン濃度 C0：初期リン濃度 ｋPdes：溶脱速度 
 
 
図 3-22 溶存リン酸濃度の時間変化 14) 
 (3.10) 
 (3.11) 
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懸濁性物質の種類によって溶脱速度は異なるため、本研究はこの値を参考に諫早の水質
モデルに適用した。 
次に、塩分濃度と平衡リン濃度の関係のグラフを図 3-24 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-24 から傾き（a）と切片（b）を求め、平衡リン濃度とリン濃度の関係式は、式(3.14)
のようになる。 
aClb・=∞C  
Cl:塩分濃度 (mg/l) 
図 3-24 から、a= 0.46, b= 0.012 を得た。 
Cl(),SS(mg/l) 
図 3-23 正規化溶存態リン酸濃度の時間変化 
図 3-24 塩分濃度と平衡リン濃度の関係 
 (3.14) 
 
 
 
 
0CC
CC
−
−
∞
∞
Cl:34.4‰,SS:2000 mg/l 
Cl:15.0‰,SS:2000 mg/l 
Cl: 2.0‰,SS:2000 mg/l 
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溶脱速度を塩分濃度と平衡リン濃度の関係より求めた傾き(a)、切片(b)を用いて、溶存
リン酸濃度の時間変化の計算結果と実測値を図 3-25 に比較する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上により得られた式からリンの溶脱量を式(3.15)に示す。 
VCCkPdes )( −= ∞溶脱量  
ｋPdes：溶脱速度[T-1] 
C∞：平衡リン濃度[ML-3] 
C：リン濃度[ML-3] 
V：体積[L3] 
図 3-25 溶存リン酸濃度の時間変化の計算結果 
 (3.15) 
(day) 
 
PO
4-
P 
(μ
mo
l/
l)
 
Cl:34.4‰,SS:2000 mg/l
 
Cl:15.0‰,SS:2000 mg/l
計算結果（Cl:34.4‰）
 
計算結果（Cl:15.0‰）
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３．７．３ T-N（全窒素） 
T-N に関する基礎式を以下に示す。 
 
 T-N 基礎式 
dt
VCNd
dt
VDNd
dt
VSNd
dt
VTNd )()()()( ⋅+⋅+⋅=⋅  
 
 
（懸濁性） 
    SNSNSNOUTIN RXASNwLLdt
VSNd ±+⋅⋅−−=⋅ )(  
 
（溶存性） 
    SNDATDNOUTIN RAKAKLLdt
VDNd m⋅−⋅+−=⋅ )(  
 
（藻類由来） 
    )(
)(
ii CHCdt
VCNd ⋅∑=⋅ α  
TN：T-N 濃度 V：調整池容量  SN：懸濁性 T-N 濃度  
DN：溶存性 T-N 濃度 CN：藻類由来 T-N 濃度 LIN：流入負荷  
LOUT：流出負荷  wSN：懸濁性 T-N 沈降速度  
XSN：SS の挙動に伴う懸濁性 T-N  RSN：藻類による吸収と死滅由来 
KDN：溶存性 T-N 溶出速度  KDAT：脱窒係数 
α：凝集による沈降速度の係数 A：貯水池面積 
 
T-N 計算において、T-N 濃度は懸濁性 T-N 濃度、溶存性 T-N 濃度、藻類由来の和とした。
懸濁性 T-N 計算において上式で表している「SS 由来」とは SS 計算において求められた巻
き上げと沈降の和に比例定数を乗じたものである。また「藻類」とは、藻類による吸収と
死滅による窒素の回帰についての式である。溶出については底泥の酸化還元状態に関する
情報が不足していること、及びモデルの簡便性から水温に関連づけて溶出速度を与えた。
同様の理由により、脱窒についても水温と関連づけて脱窒速度を与えた。高温時に最も溶
出しやすく、脱窒も起こりやすいものとなっている。 
（変化） （懸濁性） （溶存性） （藻類由来） 
（変化）  （流入）  （沈降）  （SS 由来）  （流出）  
（変化）  （流入）  （溶出）  （脱窒）  （流出）  
（藻類）  
（藻類）  
（3.16）
（3.17）
（3.18）
（3.19）
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３．７．４ Chl-a15)-18) 
Chl-a は、光合成色素の一種であり、植物プランクトンから陸上の高等植物までのほと
んどの植物が有している。河川では、滞留時間が短いことから、貯水池で見られるような
浮遊性の植物プランクトンは少なく、観測される Chl-a は礫等に付着生育した「付着藻類」
が剥離したものや、陸上植物の破片に由来するものがほとんどである。調整池では、閉鎖
性が強いことから、植物プランクトンが増殖するのに十分な時間が与えられることから、
観測される Chl-a のほとんどが浮遊性の植物プランクトンに由来するものであろう。植物
プランクトンの量（バイオマス）を表す方法としては、Chl-a 量で表す方法の他、細胞数
または群体数等で表す方法がある。本研究ではモデルの簡便化も含めて、植物プランクト
ンの総量を扱うため、Chl-a 濃度で表すこととする。 
 
 Chl-a 基礎式 
VFVPACHwL
dt
VCHd
iii CHiCHiiiCHOUT
i ⋅−⋅+⋅⋅−−=⋅ )()()()( 　　　　　  
 
CH：Chl-a 濃度  V：貯水池容量  ＬOUT：流出負荷  w：沈降速度 
A：貯水池面積  P：増殖速度  μmax：最大比増殖速度  F：死滅速度 
FF：死滅速度係数 fT：温度補正係数(m1：増殖，m2：死滅)  T：水温 
IN：無機態窒素濃度 IP：無機態リン濃度 KN：無機態窒素の半飽和定数 
KP：無機態リンの半飽和定数  添字 i：（1・珪藻，2・緑藻，3・藍藻） 
 
 Chl-a 計算において、藻類を珪藻、緑藻、藍藻の 3 藻種を想定し、温度係数で設定した。
また、河川からの流入は無いものとしている。増殖についてはモノー型とし、I－N、I－P
を制限項としている。上式では記述していないが日射量についても制限項とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
iiTmiCHi
i
ii
iTmiCHi
CHfFFF
CH
KPIP
IP
KNIN
INfP
i
i
⋅⋅=
⋅+⋅+⋅⋅=
2)(
1max)(
死滅　　
増殖　　 μ
（chl-a 変化） （流出） （沈降） （増殖） （死滅） 
（3.20）
（3.21）
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３．７．５ COD 
COD に関する基礎式を以下に示す。 
 
 COD 基礎式 
dt
VCCd
dt
VDCd
dt
VSCd
dt
VCODd )()()()( ⋅+⋅+⋅=⋅  
 
 
（懸濁性） 
    AKASCwLLdt
VSCd
GSCOUTIN ⋅+⋅⋅−−=⋅ )(  
 
（溶存性） 
    VDCKAKLLdt
VDCd
CDCOUTIN ⋅⋅−⋅+−=⋅ )(  
 
（藻類由来） 
    )(
)(
iCOD CHdt
VCCd ⋅∑=⋅ α  
COD：COD 濃度 V：調整池容量  SC：懸濁性 COD 濃度  
DC：溶存性 COD 濃度 CC：藻類由来 COD 濃度 Lin：流入負荷  
Lout：流出負荷  wSC：COD 沈降速度 KＧ：風速係数 
KＤ：溶出速度  KC：COD 分解係数  
α：凝集による沈降速度の係数 A：貯水池面積 
 
 計算方法 
 COD 計算において、COD 濃度は懸濁性、溶存性、藻類由来の和とした。溶出についてはモ
デルの簡便性から水温に関連づけて溶出速度を与えた。高温時に最も溶出しやすく、塩化
物イオン濃度が高ければ底泥が凝集状態になり溶出を抑制するものとした。 
 
（変化） （懸濁性） （溶存性） （藻類由来） 
（変化）  （流入）  （沈降）  （巻き上げ）  （流出）  
（変化）  （流入）  （溶出）  （分解）  （流出）  
（3.22）
（3.23）
（3.24）
（3.25）
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３．８ 水質計算 19) 
３．８．１ T-N、DIN 
窒素系の水質パラメータの検証に先立ち陸域からの流入負荷の寄与について感度分析
を行うために、流入負荷のみを考慮して計算を行った結果、陸域からの流入負荷量のみを
考慮するだけでは、調整池内の T-N、DIN の計算値は実測値と乖離する結果となった。T-N、
DIN の変動期間において計算値の再現性を高めるためには、少なくとも溶出と巻き上げの
現象を考慮することが必要であることが示唆された。T-N、DIN の検証計算結果を図 3-26
に示す。内部生産、底泥からの巻き上げと溶出を考慮することにより、計算値は、実測値
と概ね同様の傾向を示しており、再現性の向上が図られた。これらの結果は、調整池内の
供給による内部生産、底泥からの巻き上げと溶出は、諌早湾調整池内の窒素変化に大きく
影響を及ぼしていることを示している。ただし、図 3-26 に示すように、藻類の増殖が高い
時期における DIN の減少は概ね再現できたが、平成 13 年（2001 年）春の計算値が実測値
より高い時期については、Chl-a 以外の藻類による消費の影響が考えられる。 
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図 3-26(2)TN、DIN 検証結果 
（巻き上げ、溶出考慮） 
図 3-26(1)TN、DIN 検証結果 
（流入負荷量のみ考慮） 
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パラメータ 設定値
0.469
0.45
0.5
0.11
0.08
0.055
(0,0,24)
(11,25,29)
(23,28,34)
1.1
1.1
1.05
0.087
0.087
0.087
0.032
0.032
0.032
K Lu 100
u ss 0.1
W c1 0.05
W c2 0.05
W c3 0.05
W SSC 0.1
W SSN 0.1
W SSP 0.1
0.05
0.05
0.05
0.007
0.007
0.007
0.0003
0.0007
0.0007
0.05
0.0035
0.0185
α ss 0.004
αD-IP 0.0008
限界風速 u *c (m/s) 2.5
速度係数 β (g/m2・day) 100
風向重み係数[－] 0.75
最大巻き上げ風向方位 NE
K 34560
J res
巻き上げ
(m=1)
COD
説明
wc
wm
凝集沈降係数(mg/l)-1
KP
K Ei,3
藍藻
緑藻
珪藻
KN IN（無機態窒素）の飽和定数(mg/l)
珪藻
緑藻
藍藻
umas 最大比増殖速度(1/day)
FF 死滅速度(1/day)
珪藻
緑藻
藍藻
f Tm1
温度補正係数（増殖）
（下限、最適、上限）
※最適温度でfTm1=1となる線形分布
珪藻
緑藻
藍藻
緑藻
藍藻
f Tm2
温度補正係数（死滅）
θ1
T-20
珪藻
IP（無機態リン）の飽和定数
(mg/l)
珪藻
緑藻
藍藻
日射量飽和定数(cal/cm2/day)
窒素
SS（淡水時）
珪藻
緑藻
藍藻沈降速度(m/day)
リン
K Ei,2
窒素換算係数
（mg-N/ug-CHL）
珪藻
緑藻
藍藻
KEi,1
COD換算係数
（mg-COD/ug-CHL）
珪藻
緑藻
藍藻
リン換算係数
（mg-P/ug-CHL）
珪藻
緑藻
藍藻
共沈係数(mg/l)-1
総括的透水係数(m2/day)
J D,j
溶出速度
（g/m2/day）
COD
DN
DP
表 3-5 水質パラメータ 15)-19) 
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３．８．２ T-P、DIP 
調整池内のリンの挙動についても、T-N と DIN 同様に感度分析を行い、モデルパラメー
タの検証に先立ち陸域からの流入負荷の影響が示唆された。流入負荷のみを考慮して計算
を行った結果、陸域からの流入負荷量のみを考慮するだけでは、調整池内の T-P、DIP の計
算値は実測値と乖離する結果となった。T-N と DIN の挙動と同様、T-P、DIP の変動期間に
おいては、T-P の巻き上げと DIP の底泥からの溶出を考慮する必要が示唆された。藻類増
殖の過程において、良好な再現性を得るためには、藻類による栄養塩消費の過程を考慮す
ることも必要である。図 3-27 と 3-28 に溶脱に関する２ケースのシミュレーション結果を
示す。3.7.2 T-P（全リン）で述べたように溶解性リンは塩分そして SS 濃度と連動して変
動するが、特に溶脱現象については、田中らによる新しい知見であることを踏まえ検討を
加えた。図 3-27 は、DIP 濃度の変化を表現する上で、汽水条件下における SS からの溶脱
現象を考慮していない結果である。図 3-27 に示すように、計算値と実測値は、全体的に概
ね合致しているものの、T-P と DIP が高濃度となる期間では、計算値と実測値の乖離がみ
られる。特に SS 濃度が高い時期、河川流量が少ない時期に顕著に現れている。この傾向は、
汽水条件下における SS 濃度が高濃度の時期においては、DIP と T-P 濃度をさらに高くする
必要がある。その現象を表現するため、平成 6 年（1994 年）の田中の研究による溶脱の過
程を組み込み、モデルの精度向上を試みた。その結果が、図 3-28 であり、図 3-27 の結果
を比較してみると、図 3-28 の DIP と T-P 濃度は、SS 濃度と CL 濃度が高い期間、溶脱によ
って、高濃度となっていることが分かる。このことは、DIP が高くなっている期間は、高
い塩分により SS や CL に吸着していた DIP が再び溶出しているものと示唆される。 
 
 
パラメータ 値 単位 
溶脱速度 kPdes 0.013 1/day 
底質の濃度 BP 2.8 mg/l 
溶出速度 KrP 0.028 m/d 
沈降係数 FYP 0.01 l/mg 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-6 懸濁性物質計算パラメータ（溶脱過程） 
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図 3-27(2) TP、DIP 検証結果
（溶脱なし） 
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図 3-28 TP、DIP 検証結果（溶脱考慮） 
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図 3-27(1) TP、DIP 検証結果
（流入負荷量のみ考慮） 
TP observed value      TP simulated value 
                  Rainfall 
 DIP observed value     DIP simulated value 
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３．８．３ COD、Chl-a 
Chl-a 濃度の検証結果を図 3-29 に、COD 濃度の検証結果を図 3-30 に示す。COD と Chl-a
の変化傾向は、概ね同様の傾向を示しているが、COD の方が、Chl-a に比べ再現性は良好の
ようである。そのことは、藻類増殖の挙動の再現性を高めるためには、Chl-a の測定原理
も考慮しつつ、栄養塩、その他の水質、Cl 濃度、水温と関連づけることが必要であること、
すなわち、より複雑なモデル設計が必要であることを示唆している。 
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図 3-29 Chl-a 検証結果 
図 3-30 COD 検証結果 
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３．８．４ SS 
1998 年（平成 10 年）4 月～2002 年（平成 14 年）3 月の SS 濃度の検証結果を図 3-31 に
示す。検証期間中、SS は著しく変動しており、特に洪水時における負荷量の増加、強風期
間における巻き上げにより、高濃度 SS が発生する。実測データの再現性を向上させるため、
沈降フラックスと巻き上げフラックスを考慮している。モデル化に際して、汽水条件下に
おける凝集沈降の現象を表現するため、沈降速度は塩分濃度に伴う凝集沈降係数で表現す
るものとした。底泥からの巻き上げの現象については、巻き上げ速度係数で表現している。
1999 年（平成 11 年）～2000（平成 12 年）年の夏期（6 月～9 月）には、台風により高 SS
濃度が発生する傾向にあり、特に、1999 年（平成 11 年）は、夏期の時期に活発な台風が
発生したため、その傾向が顕著である。表 3-5 に示す水質パラメータをもとに凝集沈降係
数、巻き上げ速度係数より算定した推算値は、実測値と概ね同様の挙動を示していること
から、水質モデルの妥当性を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-31 調整池内 SS 濃度検証結果（沈降、巻き上げ考慮） 
 Observed value  Simulated value  Rainfall 
 81
SS濃度の検証結果の水質パラメータを評価するために、簡易な感度分析を試み、結果を図
3-32、3-33に示す。沈降速度、巻き上げ速度係数を実測値の再現性から設定した沈降速度、
巻き上げ速度係数（表3－5参照）の検証定数の0.5倍、2倍とした結果である。 
沈降速度を 0.5 倍とすることにより沈降現象が抑制され、計算値は実測値に比べ高い傾
向となるが、沈降速度を 2 倍とすると沈降現象が卓越し、計算値は実測値に比べ低い傾向
となる。同様に、巻き上げ速度係数を 0.5 倍とすることにより巻き上げ現象が抑制され、
計算値は実測値に比べ低い傾向となるが、巻き上げ速度係数を 2 倍とすると巻き上げ現象
が卓越し、計算値は実測値に比べ高い傾向となる。 
以上の結果より、沈降速度、巻き上げ速度係数の検証定数は、本例に示す範囲内で妥当
であることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Observed value  Simulated value  Rainfall 
 Observed value  Simulated value  Rainfall 
00 0
図 3-32 SS 濃度感度解析結果（沈降速度：検証定数×0.5、2.0） 
図 3-33 SS 濃度感度解析結果（巻き上げ速度係数：検証定数×0.5、2.0） 
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３．９ まとめ 
環境モニタリング調査における水質・底質調査データに基づき、水質・底質間における
物質交換の観点から分析、考察し、閉鎖性の強い調整池内での藻類増殖、汽水条件下にお
ける懸濁性物質の沈降・巻き上げ、堆積過程にある底質からの溶出など、調整池の水質・
底質特性を左右する主要な物質輸送・変換過程について考察した。陸域からの流入負荷の
みで調整池内の懸濁性物質濃度の再現が困難であり、巻き上げ、沈降の影響を受け、その
ことが COD、T-P 等の目標水質の維持達成を困難にしている可能性があることを指摘した。
また、懸濁性物質濃度の挙動と塩分との関連性を指摘し、凝集沈降状態下での浮泥の堆積
過程と溶解性リンの不溶化及び溶脱現象を新たに確認し、それが重要であることを明らか
にした。 
調整池内での物質輸送変換機を定量的に把握するために水質モデルを用いた現象の再現
を行い、調整池内の水質を左右する素過程を明らかにした。田中ら 14)による汽水条件下に
おける懸濁性物質からのリンの溶脱現象の可能性について確認するなど、汽水条件下での
懸濁性物質の挙動を考慮することの重要性を指摘した。  
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第４章 海水導入に伴う懸濁性物質の挙動 
４．１ はじめに 
 前章において現地観測データを用いて、調整池内の水質特性の概略を把握した。水質モ
デルを用いた現象再現結果から懸濁性物質の挙動を把握することの重要性を明らかにした。
併せて、調整池内の塩分は汽水状態にあることから、懸濁性物質の凝集性を考慮した検討
が必要であることを指摘した。懸濁性物質濃度は調整池の水質管理目標の対象外となって
いることもあり 1)、調整池における懸濁性物質の挙動に関する基礎的知見は十分得られて
いない。 
 諫早干拓調整池開門については、「諫早干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る
環境影響評価書」（以下、開門アセスメント）が、平成 24 年（2012 年）8 月に公表された
2),3)。環境アセスメントは、最新の情報や知見に基づき実施されるため、開門アセスメン
トの検討結果を総括することは、調整池の懸濁性物質の挙動を把握する上で重要と思われ
る。併せて、海水導入に伴う調整池内の懸濁性物質の挙動について分析・考察することは、
開門に伴う将来予測に必要な基礎的知見を得る意味で意義のあると考えられる。 
 以上の観点に基づき、本章では、開門アセスメントの濁りの評価結果について考察を加
え、海水導入に伴う調整池内の懸濁性物質の挙動について検討する。 
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４．２ 開門アセスメントにおける濁りの評価について 
 第 2 章で述べたように、環境影響評価において泥質干潟域での計算 SS 濃度が周期的に変
動する傾向は、波浪による巻き上げの影響が潮流に対して相対的に低く見積もられている
ものと推察される。巻き上げ輸送の評価は、沈降輸送との相対差によって計算されるので
絶対量としての評価は一般的に困難であり、通常は、沈降輸送とのバランスを加味して総
合的に判断する必要がある。 
 既往の文献等から有明海、諫早干拓調整池等における懸濁性物質の沈降速度について総
括した結果を図 4-4 に示す 2),4)-5)。この図からも標準的な沈降速度式が存在せず同一濃度
の沈降速度についても 1 オーダー以上異なることが分かる。沈降速度が１オーダー以上異
なるということは、巻き上げ速度についても同様の傾向にあることを意味している。この
図から開門アセスメントで採用された沈降速度は、若干、大きめの値を有するようである
が詳細な評価は、今後の課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4-4 有明海等における沈降速度 
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w0ሺm s⁄ ሻ ൌ 3.47 ൈ 10
െ7 ൈ C0.5ሺg m3⁄ ሻ 
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４．３ 二次元モデルを用いた調整池流況解析 
海水導入に伴う諌早湾干拓調整池の懸濁性物質の挙動を解析するに先立ち、調整池内に
おける流況解析を行い沈降過程の概況を把握するための基礎資料を得ることとした。海水
導入のための開門操作規則が不明のため南北両水門の操作方法を複数ケース想定し、図
4-5 に示す平面二次元不定流計算モデル（100m×100m メッシュ）により流況解析を行い、
調整池内を 6 つの領域に分割し、各領域間の流量等について整理し、変化事象の定量的分
析を行うものとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、モデルの概要は、図 4-6 に示すとおりである。 
■調整池内及び有明海 
・平面二次元不定流モデル ・メッシュサイズ 100m×100m(6,225 メッシュ) 
・有明海は潮受堤防から約 3km 沖合までモデル化 
■河道（本明川、有明川） 
・一次元不定流モデル ・差分格子：約 200m ・河道形状：計画河道 
■排水門 
・北部：幅 200m、南部：幅 50m ・流出公式 
・自由流出、潜り流出・・・スルースゲート流出公式 
・全開流出・・・二次元不定流 
■周辺河川からの流入量 
・貯留関数モデルにより流入量波形を設定 ・計算時間間隔（Δｔ）・・・１秒
図 4-5 流況解析モデル図 
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境界⑦
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流況解析の検討ケースは表 4-1 に示すとおりとする。なお、排水門の操作ケースについ
ては、｢諌早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価書｣（農林水産
省九州農政局）2)で想定している表 4-2 に示す 3 ケースとした。 
 
表 4-1 流況解析の検討ケース 
項 目 ケース ケース数 備 考 
周辺河川
からの 
流入量 
＜洪水時：S32.7 洪水波形使用＞ 
① 本明川 S32.7 洪水実績波形 
② ①×50%流量（流量波形を均等補正） 
＜平常時＞ 
③ 本明川裏山地点の平水流量（一定流量） 
④ 本明川裏山地点の低水流量（一定流量） 
⑤ 本明川裏山地点の渇水流量（一定流量） 
5 ケース 
・本明川の著名洪水（S32.7）
の波形を使用 
・他 河 川 の流 量 は、本 明 川
（裏山）流量に流域面積比
を乗じた値とする。 
・今 回 の検 討 が感 度 分 析 で
あることから、全流域で同じ
流 量 波 形 （ 同 じ 雨 の 降 り
方）を想定する 
有明海の
潮位 
① 大潮（最高潮位＝TP2.50m） 
② 中潮 
③ 小潮（最高潮位＝TP1.33m） 
3 ケース 
・治水検討に使用しているモ
デル潮位波形とする。 
流量ピーク
時刻と潮位
ピーク時刻
の時差 
① 流量ピーク＝満潮時 
② 流量ピーク＝干潮時 
2 ケース  
排水門の
操作 
① 排水門常時開放 
② 管理水位が TP-1.0m～TP-1.2m の範囲と
なるように水門操作 
③ 排水門付近の流速が施設許容値以下と
なるように水門を操作する。 
3 ケース  
図 4-6 諫早湾干拓調整池 平面二次元不定流モデルの概要 
本明川：一次元不定流
有明川：一次元不定流
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表 4-2 開門調査の方法 
 90
＜排水門の操作条件＞ 
  南北水門の操作条件（計算条件）は以下の 3 ケースとする。 
  ケース①：常時開放 
   排水門を常時開放し、水門操作しない。 
 ケース②：段階的開放 
   排水門を段階的に開放するケースであり、調整池水位を TP-1.0m～TP-1.2m の範囲内
で保持するものとした。ただし、水門閉鎖時間帯の調整池内流れによる微小な水位超
過は許容するものとする。 
  ケース③：排水門の流速制御（1.6m/s 以下） 
   排水門を流速で制御するケースであり、今回の計算では、水門付近の最大流速が概
ね 1.6m/s 以下となる条件を採用する。ただし、水門全開条件におけるシミュレーシ
ョン結果（ケース①）をもとに排水門地点の流量と排水門付近の最大流速の関係を整
理し、流速＝1.6m/s 程度となる流量を超過する場合は閉鎖するものとした。（流速と
通過流量の関係は図 4-7 参照。） 
 最大流速は水門地点以外で発生するため、指標とする流速は水門付近の複数メッシ
ュの中の最大流速（メッシュ流速）を採用する。流速が 1.6m/s を若干超過する時間
帯もあるが、概ね 1.6m/s 以下として取り扱う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
南部水門の流量と流速の関係（概略検討結果）
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図 4-7 水門の流量と流速の関係 
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＜調整池への流入量条件（流量条件）＞  
  調整池への流入量条件（流量条件）は、表 4-3 に示す流況表をもとに以下の流量条件
①～⑤とする。なお、本明川流域以外の流量は、本明川の裏山地点の流量をもとに流域
面積比で与える。 
 流量条件①：S32.7 洪水の実績流量程度  
  本明川の既往最大洪水（S32.7 洪水）程度の流量とする。 
 流量条件②：S32.7 洪水の 50％流量程度  
  本明川の既往最大洪水（S32.7 洪水）の 50％程度の流量とする。 
 流量条件③：平水流量程度  
  本明川の裏山地点の平水流量（＝1.02m3/s：S34～H19 年の平均）をもとに設定する。 
 流量条件④：低水流量程度  
  本明川の裏山地点の低水流量（＝0.79m3/s：S34～H19 年の平均）をもとに設定する。 
 流量条件⑤：渇水流量程度  
  本明川の裏山地点の渇水流量（＝0.55m3/s：S34～H19 年の平均）をもとに設定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最大 平均 総流出量
（m3/s） （m3/s） （千m3）
1日 365日平均 365日 計
9.93 1.46 0.98 0.75 0.38 0.32 1.31 41,462
7.00 2.00 1.10 0.80 0.40 0.30 1.47 46,380
55.00 1.76 1.02 0.73 ③ 0.22 ② 0.10 1.70 53,727
79.10 2.20 1.20 0.80 0.40 0.30 2.94 92,655
60.10 1.60 1.20 0.80 0.60 0.50 2.38 75,082
59.60 1.10 0.80 0.60 0.30 ② 0.10 1.41 44,531
65.70 1.30 0.80 0.60 0.50 0.40 2.08 65,724
13.31 1.27 0.87 0.61 ② 0.21 ② 0.10 1.04 32,950
24.45 1.07 0.83 ② 0.56 ① 0.14 ① 0.06 1.14 35,980
63.38 1.03 0.83 0.70 0.40 0.34 1.61 50,806
62.96 1.27 1.09 0.90 0.72 0.66 2.39 75,502
26.36 1.67 1.02 0.77 0.62 0.57 1.89 59,664
29.81 1.76 0.94 0.69 0.56 0.52 2.14 67,483
73.96 2.08 1.13 0.92 0.64 0.57 2.51 79,375
34.42 1.62 1.02 0.78 0.34 0.24 1.96 61,698
19.46 1.22 0.77 0.63 0.50 0.39 1.52 47,816
47.91 1.40 0.91 0.76 0.47 0.28 1.88 59,304
45.72 1.98 1.34 1.03 0.69 0.62 2.23 70,400
56.56 1.52 0.91 0.66 0.50 0.38 1.74 54,922
38.74 ① 0.82 ① 0.63 ① 0.51 ④ 0.24 0.16 0.96 30,270
62.25 1.56 0.90 0.75 0.34 0.22 2.35 74,246
86.73 2.80 1.47 1.02 0.78 0.73 3.49 110,230
76.68 1.69 1.28 1.09 0.81 0.76 2.26 71,388
105.83 1.39 1.12 0.87 0.69 0.62 2.41 75,895
39.32 1.74 1.14 0.79 0.61 0.56 2.21 69,696
43.90 ③ 0.93 ③ 0.71 0.58 0.48 0.34 1.47 46,417
66.87 1.87 1.25 0.90 0.55 0.41 2.47 77,837
35.04 1.50 1.13 0.98 0.87 0.77 2.37 74,863
76.73 2.26 1.50 1.04 0.79 0.74 2.97 93,574
61.40 1.78 1.04 0.84 0.73 0.63 2.53 79,928
26.76 1.55 1.02 0.78 0.67 0.57 1.66 52,468
63.51 1.46 0.92 0.69 0.59 0.17 1.84 58,054
51.42 1.99 1.15 0.91 0.62 0.60 2.74 86,460
29.08 1.52 1.13 0.92 0.84 0.84 2.00 63,292
40.17 2.24 1.23 0.91 0.77 0.55 3.20 100,779
12.78 1.00 0.76 0.70 0.55 0.44 1.09 34,392
47.70 1.11 0.86 0.75 0.64 0.51 2.05 64,511
23.87 1.33 1.05 0.91 0.63 0.50 1.87 59,158
105.88 1.68 1.14 0.99 0.55 0.36 3.29 103,650
45.25 2.16 1.46 0.99 0.69 0.61 2.91 91,839
106.35 2.19 1.22 0.98 0.65 0.45 4.18 131,941
25.04 1.28 0.92 0.74 0.56 0.38 1.64 51,841
35.83 1.13 0.77 0.61 0.36 0.24 1.38 43,483
15.56 1.23 0.84 0.69 0.56 0.44 1.43 45,126
59.21 1.70 1.03 0.74 0.55 0.39 2.08 65,607
22.99 1.33 0.91 0.70 0.48 0.39 1.61 51,012
28.99 1.14 0.76 0.63 0.63 0.55 1.53 48,264
64.91 2.02 1.07 0.80 0.65 0.58 2.76 87,112
59.80 ② 0.87 ② 0.64 ③ 0.57 0.44 ③ 0.14 1.36 43,030
近年
10ヶ年
H 10年 最小 15.56 0.87 0.64 0.57 0.36 0.14 1.36 43,030
全資料 最大 106.35 2.80 1.50 1.09 0.87 0.84 4.18 131,941
S34年 最小 7.00 0.82 0.63 0.51 0.14 0.06 0.96 30,270
H19年 平均 48.84 1.56 1.02 0.79 0.55 0.44 2.07 65,343
注）  No は渇水順位を示す。
H19年
H9年
最小
（m3/s）
365日
低水
（m3/s）
270日
渇水
（m3/s）
355日
豊水
（m3/s）
95日
平水
（m3/s）
185日
H10年
H11年
H13年
最大
H12年
H14年
H15年
H16年
H17年
H18年
H5年
H6年
H7年
H8年
H1年
H2年
H3年
H4年
S60年
S61年
S62年
S63年
S56年
S57年
S58年
S59年
S52年
S53年
S54年
S55年
年
S49年
S50年
S51年
S45年
S46年
S47年
S48年
S34年
S35年
106.35 2.19 1.46 0.99 0.69 0.61 4.18 131,941
H19年 平均 46.39 1.51 0.96 0.75 2.09 65,9260.56 0.42
S36年
S37年
S38年
S39年
S44年
S40年
S41年
S42年
S43年
～
～
表 4-3 裏山地点流況表（CA=35.8km2） 
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＜有明海の潮位条件＞  
  有明海の潮位条件は図 4－8 に示す 3 ケースとし、潮位はモデル波形で与える。なお、
流量条件①、②については、洪水流量ピークと潮位ピークの時差を満潮時、干潮時の 2
ケース設定するものとし、全検討ケースを表 4－4 に示す。 
※ 中潮のピーク潮位は整理されていないため、大潮と小潮の中間値とした 
 
潮位条件①：大潮（ピーク潮位＝TP2.50m） 
潮位条件②：中潮（ピーク潮位＝TP1.92m） 
潮位条件③：小潮（ピーク潮位＝TP1.33m） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               図 3-1   モ デ ル 潮 位 波 形 
 
 
 
＜その他の条件＞  
・ 調整池の地形条件・・・現況 
 ・ 排水ポンプ・・・既設 
・ ダム条件・・・本明川ダムなし 
・ 河道条件・・・本明川（0k000 上流）：現況河道とする 
・ 計算期間・・・3 日間（72 時間） 
・ 計算時間間隔（Δｔ）・・・１秒 
・ 粗度係数・・・既検討の粗度係数 
-3.000
-2.000
-1.000
0.000
1.000
2.000
3.000
大潮(TP2.50m)
小潮（TP1.33m）
中潮（TP1.92ｍ）
標  
高  
(TP.m) 
図 4-8 潮位モデル波形 
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排水門操作方法 ケースNO 流量条件 潮位条件
流量と潮位の
ピーク時差
1-1 S32.7洪水実績 大潮 流量ピーク＝満潮時
1-2 流量ピーク＝干潮時
1-3 中潮 流量ピーク＝満潮時
1-4 流量ピーク＝干潮時
1-5 小潮 流量ピーク＝満潮時
1-6 流量ピーク＝干潮時
1-7 S32.7洪水実績×50% 大潮 流量ピーク＝満潮時
1-8 流量ピーク＝干潮時
1-9 中潮 流量ピーク＝満潮時
1-10 流量ピーク＝干潮時
1-11 小潮 流量ピーク＝満潮時
1-12 流量ピーク＝干潮時
1-13 平水流量 大潮 -
1-14 中潮 -
1-15 小潮 -
1-16 低水流量 大潮 -
1-17 中潮 -
1-18 小潮 -
1-19 渇水流量 大潮 -
1-20 中潮 -
1-21 小潮 -
2-1 S32.7洪水実績 大潮 流量ピーク＝満潮時
2-2 流量ピーク＝干潮時
2-3 中潮 流量ピーク＝満潮時
2-4 流量ピーク＝干潮時
2-5 小潮 流量ピーク＝満潮時
2-6 流量ピーク＝干潮時
2-7 S32.7洪水実績×50% 大潮 流量ピーク＝満潮時
2-8 流量ピーク＝干潮時
2-9 中潮 流量ピーク＝満潮時
2-10 流量ピーク＝干潮時
2-11 小潮 流量ピーク＝満潮時
2-12 流量ピーク＝干潮時
2-13 平水流量 大潮 -
2-14 中潮 -
2-15 小潮 -
2-16 低水流量 大潮 -
2-17 中潮 -
2-18 小潮 -
2-19 渇水流量 大潮 -
2-20 中潮 -
2-21 小潮 -
3-1 S32.7洪水実績 大潮 流量ピーク＝満潮時
3-2 流量ピーク＝干潮時
3-3 中潮 流量ピーク＝満潮時
3-4 流量ピーク＝干潮時
3-5 小潮 流量ピーク＝満潮時
3-6 流量ピーク＝干潮時
3-7 S32.7洪水実績×50% 大潮 流量ピーク＝満潮時
3-8 流量ピーク＝干潮時
3-9 中潮 流量ピーク＝満潮時
3-10 流量ピーク＝干潮時
3-11 小潮 流量ピーク＝満潮時
3-12 流量ピーク＝干潮時
3-13 平水流量 大潮 -
3-14 中潮 -
3-15 小潮 -
3-16 低水流量 大潮 -
3-17 中潮 -
3-18 小潮 -
3-19 渇水流量 大潮 -
3-20 中潮 -
3-21 小潮 -
水門を常時開放
した場合
管理水位が
TP-1.0m～TP-1.2m
の範囲となるように
水門操作した場合
排水門付近の流速を
概ね1.6m/s以下に
制御した場合
表 4-4 検討ケース一覧 
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主要な流況解析結果を以下に示す。 
(ケース１－１) ：水門常時開放、S32.7 実績洪水、大潮時（ピーク＝満潮） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ケース２－１) ：管理水位が TP-1.0m～TP-1.2m の範囲となるように水門操作、 
S32.7 実績洪水、大潮時（ピーク＝満潮） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース１－１
潮位 ①大潮(TP2.50m)　ピーク＝満潮水門操作 ①常時開放 流量 ①S32.7洪水（実績）
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境界③の流量は小さい
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境界②は北方向へ流量が大きい 
各境界間の流量ピークに時差が生じている 境界①③④の北方向の流量は②に比べ小さい
境界⑥の東側への流量が大きい 洪水ピーク時から若干遅れて境界⑤の流量が最大となる
境界⑦は⑤⑥と比べ流量変動が小さい
境界⑤の西側への流量が大きい 
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース２－１
潮位 ①大潮(TP2.50m)　ピーク＝満潮水門操作 ② 調整池水位＝ TP-1.2mまで許容 流量 ①S32.7洪水（実績）
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水門開放中は、境界②は北方向への流量が大きい
境界①③④の流量は②に比べ小さい 洪水時の水門閉鎖中は、境界②は南方向への流量が大きい
洪水時は、境界⑤が⑥⑦に比べ東側への流量が大きい。
図 4-9(1) 水位・流量波形図 
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(ケース３－１) ：水門付近の流速を 1.6m／s 以下に制御する、 
S32.7 実績洪水、大潮時（ピーク＝満潮） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ケース１－１３) ：水門常時開放、平水流量時、大潮時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース３－１
潮位 ①大潮(TP2.50m)　ピーク＝満潮水門操作  ③ 水門付近流速を1.6m/s以下とする 流量 ①S32.7洪水（実績）
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境界①③④の流量は②に比べ小さい 
洪水中は、境界⑤は⑥⑦に比べ、東側への流量が大きい
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース１－１３
潮位 大潮(TP2.50m)水門操作 ①常時開放 流量 ③平水流量
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各境界間の流量ピークに時差が生じている 境界①③④の北方向の流量は②に比べ小さい
境界⑥の東側への流量が大きい
境界⑦は⑤⑥と比べ流量変動が小さい 境界⑤の西側への流量が大きい 
図 4-9(2) 水位・流量波形図 
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(ケース２－１３) ：管理水位が TP-1.0m～TP-1.2m の範囲となるように水門操作、 
平水流量時、大潮時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ケース３－１３) ：水門付近の流速を 1.6m／s 以下に制御する、平水流量時、大潮時 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース２－１３
潮位 大潮(TP2.50m)水門操作  ② 調整池水位＝TP-1.2mまで許容 流量 ③平水流量
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境界①③④の流量は②に比べ小さい 
諌早湾干拓調整池　水位・流量波形図 ケース３－１３
潮位 大潮(TP2.50m)水門操作  ③ 水門付近流速を1.6m/s以下とする 流量 ③平水流量
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境界①③④の流量変動は②に比べ小さい
境界②の流量変動が大きい
図 4-9(3) 水位・流量波形図 
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図 4-10(1) 排水門操作の違いによる調整池水位と水門流量の比較 平水流量時、大潮時 
図 4-10(2) 潮位の違いによる調整池水位と水門流量の比較 平水流量時、水門操作＝常時開門 
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４．４ 流速分布結果から見た調整池内の流況概略  
本モデルでは二次元解析のため鉛直方向の分布（水質の分布や塩水・淡水の分布など）
を表現できないが、沈降計算の必要性を検証するための二次元の時系列流況（流速ベクト
ル）は算定可能であるため、以下に示す方法により流況を分類することとした。沈降が卓
越する流速は、20～30cm/s と言われており 6)、凝集性粒子の沈降を想定しているために本
研究では、低めの流速である 20cm/s を採用した。 
前節の流況解析結果であるケース 1-1（水門常時開放、S32.7 実績洪水、大潮時ピーク満
潮）の二次元平面流速ベクトル結果を図 4－11 に示す。北部水門付近の流速が約 3.0m/s、
南部水門付近の流速が約 4.0m/s となった一方で、調整池内の潮受堤防前、内部堤防内付近
等の流速は、凝集性粒子の沈降が卓越する流速と考えられている 20cm/s 未満となったこと
から、それらの箇所において開門時に凝集性粒子の沈降傾向が卓越する可能性があると推
察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-11 流速ベクトル算定結果図 
：流速ν＜0.2m/s 
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４．５ 短期開門時のモデル検証  
前節において開門によって海水導入が行われると閉鎖性に起因する調整池内での堆積
部の存在が確認された。海水導入に伴う凝集性粒子の沈降計算は、海水中での凝集沈降で
あるため、将来予測などに用いるための沈降速度式は、何らかの方法による現場スケール
での検証が必要不可欠である。本研究では、水質シミュレーションと短期開門調査結果 7)
を用いて懸濁性物質の挙動、特に沈降速度式について評価することとした。短期開門調査
が平成 14 年（2002 年）4 月 24 日から 5 月 20 日まで調整池に海水を導入し、水質、水位等
の観測が実施され、海水導入終了後も引き続き調整池及び海域の水質等の変化が観測され
た。本研究は、将来開門された時の水質変化予測に必要な基礎資料の収集も目的としてい
ることから、開門時の調整池の状況を把握する必要がある。そのため、堤防締め切り後に
おける開門状況として唯一の期間となる短期開門調査時に着目し、詳細再現検証を試み水
質予測モデルの構築を行うものとした。短期開門調査時の日平均の潮位（諫早湾）、調整池
水位、海水導入量と排水量、塩分濃度は図 4-12 のとおりであり、モデル計算条件に反映す
るものとした。 
実測値との再現性を高めるための水質パラメータ設定は、既往研究成果を参考にして最
終的には実測値との比較を行いつつ試行錯誤に頼らざるを得ない。よって、現象解明のた
めには、再現性の高い計算結果と併せて感度分析が必要となる。本研究では、以下に示す
ケース 1),2)の感度分析結果を用いて考察を行った。 
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ケース１) 
流入負荷の調整池水質に及ぼす影響：水質モデルにおける反応項を全て０として流出入
負荷のみによって検証計算する。このことにより、調整池内における物質輸送・変換特性
に及ぼす素過程（沈降・巻き上げ）の寄与度を大略的に推察する。 
ケース 2) 
凝集沈降、巻き上げの影響：ケース 1 に加え、SS 濃度の変化に塩化物濃度を考慮した凝
集沈降及び風による巻き上げを導入することにより、再現性の向上を試みる。 
 
ケース 1)の SSの流入負荷のみを与えて得られた調整池 SS濃度変化を図 4-13 ケース 1)
に示す。図から分かるように、全般的な傾向として降雨由来による濃度増加が計算値、実
測値共に認められ、かつ、双方の濃度レベルも概ね同等であることが分かる。また、一時
期ではあるが、計算値より高い実測値が存在すること、及び流入負荷のみで、この瞬間的
な濃度上昇を再現できないことから、風による底泥からの巻き上げ現象が確認される。当
然のことではあるが、高濃度期から低濃度期への濃度変化は沈降によるものである。いず
れにしても、沈降と巻き上げの双方を考慮しつつ、パラメータ調整を行わなければならな
いことが分かる。 
ケース 2）で得られた結果及び SS の再現結果（パラメータは表 3-5 を参照）を各々図
4-13 ケース 2)a,b に示す。これらの結果とケース 1）との違いは、沈降と巻き上げを考慮
していることであり、ケース 2）の場合は、SS の沈降速度に塩化物イオン濃度変化を考慮
した凝集沈降速度として設定し、巻き上げ速度については、3 章の式(3.9)で設定したもの
を用いている。 
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ケース 2）a は、沈降速度を 0.04m/day 一定としたケース（塩分濃度による沈降速度の
変化は考慮していない）であるが、ケース 1)に比べ開門前の再現性は向上しているものの、
開門中（4 月 24 日～5 月 20 日）において計算値が実測値に比べ乖離し高めとなっている状
況が分かる。このことから、開門前後における凝集沈降量の変化（増加）が示唆された。
そこで、凝集沈降現象のパラメータとなる沈降速度に塩分を考慮して変化させることによ
り再現性向上を試みることとした。その結果、ケース 2)a の沈降速度 0.04m/day 一定から
開門中の沈降速度を塩分濃度の関数として再設定することにより、ケース 2b)のように再
現結果の向上を確認することができた。このことは、調整池内の SS 濃度が、開門による海
水導入と風による巻き上げで一時的に上昇し、その後、海水レベルの塩分条件下での凝集
沈降による濃度低下現象が表現され、良好な再現結果が得られたものと考えられる。 
 
 
 
図 4-13 SS 濃度検証図 
(平成 14 年 4 月～5 月：短期水門開門調査) 
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４．６ まとめ  
諫早干拓調整池の開門調査に関連して検討課題でもある海水中での懸濁性物質の挙動
について検討を行った。海水中における懸濁性物質の凝集沈降現象については、定性的に
は周知であるにもかかわらず、環境影響評価予測のためのモデル式については十分な情報
が得られていない。海水導入に伴う諫早干拓調整池の懸濁性物質の挙動について基礎資料
の収集を目的として、海水導入に伴う 2 次元流況解析を実施した。結果として、海水導入
に伴い調整池内流況は大きく変化するが、それでも閉鎖性特有の滞留部が存在し、そこで
は懸濁性物質の沈降過程の存在が示唆された。海水同等の塩分レベルまでの凝集沈降式を
展開するために、短期開門で得られた観測データとの検証を行った。短期間の検証期間で
はあるものの、海水条件下での沈降過程については、概ね良好な再現結果を確認した。 
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第５章 調整池内の懸濁性物質挙動に関する予測分析 
 
５．１ はじめに  
前章までに、汽水条件下における懸濁性物質濃度の挙動について考察し、凝集沈降下で
の浮泥の堆積過程と懸濁性物質との共沈（溶解性リンの不溶化）現象、汽水条件下におけ
る懸濁性物質からのリンの溶脱現象の可能性 1)を新たに確認した。また、海水中における
懸濁性物質の凝集沈降現象については、定性的には周知であるにも拘わらず、環境影響評
価予測のためのモデル式については十分な情報が得られていないことを指摘した。諫早湾
干拓調整池における物質挙動に関する検討事例は、諫早湾干拓調整池等水質委員会 2)の資
料を除けば少ないようである。 
本章では、諫早湾干拓事業潮受け堤防排水門の開門に伴う調整池内における懸濁性物質
の変化について予測を試みることとした。 
調整池における懸濁性物質の長期的変動特性の把握、短期間の検証期間ではあるものの、
海水条件下での沈降過程については、概ね良好な再現結果を確認した水質モデルをもとに、
現況（開門前）及び予測（開門後）における調整池内の懸濁性物質濃度の挙動について考
察する。開門方法は、農水省による水門開門方法 3),4)を参考にし、予測ケースは、洪水時
（最近 10 カ年最大流量規模～最小流量規模）を想定するものとした。 
水質予測モデルをもとに、現況と予測の違いによる底泥への堆積量を推定比較するもの
とした。 
 
５．２ 懸濁性物質挙動の分析  
環境影響評価の観点からは懸濁性物質の挙動に関する情報が不足していること、及び周
辺海域における堆積状況についての影響も懸念されていることから 5)、調整池内の懸濁性
物質の挙動については現象解明の観点からも課題が残されている。特に、沈降・巻き上げ
に関する長期的な変化について底質環境の変化まで含めて把握することは重要である。 
ここでは、塩化物イオン濃度に影響を受ける懸濁性物質について長期的な変化を考慮し、
基礎的知見を得ることを目的とし、これまでの調整池内における底泥の巻き上げ抑制対策、
調整池水質保全のための対策を踏まえた上で、懸濁性物質の長期的変動特性を把握するも
のとした。 
対象水質項目は SS とし、計算ステップは日計算、対象期間は、1998 年 1 月～2012 年 8
月とした。 
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若干ではあるが浸透量が長期的に変化しているものと想定し、第 3 章で検証構築した水
質モデル（以下、検証モデル）による塩化物イオン濃度計算を行った結果（総括的透水係
数＝一定）を図 5-1 に示す。2007 年以降計算値が実測値 6)を上回っていることがわかる。
調整池の塩分は河川からの流入と有明海からの海水浸透によって変化している。河川流入
量は本明川の実測値を流域面積比で与えているため、海水浸透量の変化だと思われる。総
括的透水係数を 1998 年～2002 年、2002 年～2007 年、2007 年～2012 年と計算期間内で 3
度設定し計算を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 塩化物イオン濃度の計算結果（総括的透水係数＝一定） 
図 5-2 総括的透水係数を変更し再計算した塩化物イオン濃度の計算結果 
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図 5-2 より計算値が実測値を概ね再現していることがわかる。海水浸透量の変化につい
ては目詰まりによるものと推察されるが詳細は不明である。 
次に、懸濁性物質の長期的変動特性を把握するために、SS 濃度に起因する各パラメータ
の検証を行った。第 3 章で設定した検証パラメータによる SS 計算結果を図 5-3 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2004 年以降実測値が計算値を下回っている傾向が見られる。要因として底質特性の変化、
それに伴う巻き上げフラックスの変化が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
塩化物イオン濃度の現象により塩分に支配される沈降フラックスの変化も示唆された。
図 5-4 に沈降フラックスの抑制を考慮した再計算結果を示す。図 5-3 に比べ 2008 年以降の
実測値の再現性が良好となっている。このことにより凝集性の低下が考えられ底質にも大
きく影響を与えていると推察できる。 
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図 5-3 SS 計算結果 
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図 5-4 沈降フラックスの抑制を考慮した SS 計算結果 
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調整池内の SS 濃度の空間分布特性を把握するために、環境モニタリングの B1（北部）
B2（南部）の SS 比を求め、図 5-5 に示す。Y 軸が１より大きいことは、北側の SS 濃度が
南側に比べ高いことを示す。調整池で行われた懸濁性物質の挙動に関わる主要な事象は縦
線で表記してある。潜堤施工以前で SS 比は大きい値を示すことが多々見られるが、潜堤施
工後付近以降で１に近い挙動を示している。2004 年を境に巻き上げフラックスが変わって
いることがこの図より示唆される。図 5-6 に計算に使用した島原の風速データを示す。調
整池周辺の風速に経年的な変化は見られず、上述の結果は底質の変化によるものと思われ
る。 
以上のことから、2004 年以前では局所的な底泥の堆積により底質が不均質な状態になっ
ていると推察される。2004 年以降は比較的底質が均質な状態にあると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-5 北部・南部 SS 比 
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図 5-6 風速実測データ（島原）
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図 5-7 では底質が不均質で局所的な堆積が起こっていることを想定しつつ、パラメータ
調整して再現性を重視して得られた結果である。具体的には、風による巻き上げを左右す
る風速を 3 章の水質モデル構築で設定していた日平均風速から日最大風速に変更し計算を
行った。2000 年～2001 年の期間で再現性が良好になっているのがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
限界風速で 2004 年以降の再現性を重視した SS 計算結果を図 5-8 に示す。図 5-7 に比べ
再現性が僅かに良くなっている。2004 年以降では底質が固く巻き上がりにくくなっている
ことがこのことより示唆された。2004 年以降の塩化物イオン濃度の低下による凝集性の低
下をモデルに反映させた為と思われる。 
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図 5-7 2004 年以前の再現性を重視した SS 計算結果 
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図 5-9 に 2004 年前後における限界風速再設定後の SS 計算結果を示す。図の上側にパラ
メータを変更した期間を示す。下側には調整池内で起こった SS の挙動に関係すると思われ
る事象等を記している。 
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図 5-3～5-9 に示すように、底質性状の変化については、調整池 SS の空間的均一性の経
年的変化から巻き上げ特性を経年的に変えることにより再現性の向上を確認した。このこ
とは、調整池底質は局所的な底泥の堆積のあった巻き上げ特性の異なる底泥が北部と南部
で異なり、長期的には、圧密等により均一化も進み、最終的には、巻き上げ特性が抑制さ
れるようになったものと推察される。 
 
2004 年以前では締め切り直後ということもあり塩化物イオン濃度も赤の範囲と比べ高
く、塩分の影響を受け凝集性も高かったものと思われる。この期間では懸濁性物質がフロ
ックを形成されやすく 2004 年以降と比較して沈降輸送速度も大きい。凝集したフロックは
底泥に堆積するものの圧密初期の段階では高含水率のため、柔らかいままの状態が持続さ
れていたものと考えられる。このような状況下であった事もあり、異なる底質特性を有す
る底泥が局所的に堆積している状態になっていたものと思われる。対して 2004 年以降では
凝集性の低下したフロック群の堆積や圧密の進行のために、底質の均質化が進んだものと
思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-10 に底泥堆積量の計算結果を示す。この際使用した巻き上げ・沈降パラメータは
図 5-9 の結果を求めた際に採用したものと同じである。 
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調整池では底泥の堆積は続いていることが示唆されたが、2009 年以降、巻き上げ量、沈
降量ともに概ね一定傾向となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-11 に巻き上げ・沈降フラックスの経日変化の図を示す。図 5-12 に巻き上げ・沈降
フラックスの年間総量を示す。図 5-12 の収支からも日平均沈降フラックスの変化量（ばら
つき量）は減少傾向にある。しかしながら、巻き上げフラックスも減少傾向にあるため巻
き上げ・沈降フラックスの年間総量の差となる底泥堆積量は増加していたことがわかる。 
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図 5-11 巻き上げ・沈降の輸送量 
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５．３ 海水導入に伴う SS 濃度挙動の予測  
海水中における懸濁性物質の凝集沈降現象については、定性的には周知であるにもかか
わらず、環境影響評価予測のためのモデル式については十分な情報が得られていない。こ
こでは、諫早湾干拓事業潮受け堤防排水門の開門に伴う調整池内における懸濁性物質の変
化について第 3 章で構築した水質モデルを用い、予測を試みる。予測期間の流況は、平成
9 年～平成 24 年の実績流況とし、現況（推定値）は平成 14 年 4 月～5 月の短期開門時 7)
のみ開門とし、予測（推定値）は平成 14 年 4 月～5 月の短期開門以降、開門操作の実施を
想定した。なお、水門の開門方法については、「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門
調査に係る環境影響評価書」に示されている以下のケース 3-2（調整池の水位を現状と同
じ水位で管理する開門方法）の開門方法によるものとした。（図 5-14 参照） 
調整池内の水門開門前後における水質予測結果を図 5-15 に示す。その結果、調整池内
のＳＳ濃度は、現況に比べ予測の方が低下する傾向となった。水質予測モデルに用いたパ
ラメータは、短期開門で得られたパラメータを用いた。 
計算結果を図 5-16 に示す。この図において、予測の方が現況に比べ、調整池内の巻き
上げ、沈降現象に伴う調整池内の堆積量（沈降量－巻き上げ量）増加が予測されるとの結
果が得られた。このことは、現況では巻き上げ傾向にあるが、予測は現況に比べ、堆積傾
向へ変化することを示唆している。 
 
(1)下げ潮時に潮位≧EL-1.0mの場合、閉門し、調整池水位をEL-1.0mで管理する。 
(2)下げ潮時に潮位＜EL-1.0m の場合、開門（排水）し、調整池水位を下げていく。 
(3)下げ潮時に調整池水位＝EL-1.2m となったら、閉門し、調整池水位＝EL-1.2m
で管理する。 
(4)上げ潮時に潮位≧EL-1.2m の場合、開門（導水）し、調整池水位を上げていく。 
(5)上げ潮時に潮位≧EL-1.0mの場合、閉門し、調整池水位をEL-1.0mで管理する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 
② 
③ ④ ⑤
「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価書」 
図 5-14 水門の開門方法図（ケース 3-2） 
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図 5-15 SS 濃度：現況及び予測（推定値） 
図 5-16 堆積量算定結果 
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 以上の結果から、予測は現況に比べ、巻き上げ傾向から沈降傾向へ変化することが示唆
された。海水導入が実施された場合、特に洪水後において沈降傾向、すなわち堆積し易く
なることが予測される。調整池の懸濁性物質の将来予測については、複数の異なる洪水条
件による流入負荷を想定し、調整池の懸濁性物質の将来予測を行うものとした。表 5-1、
表 5-2 に将来予測における感度分析ケース条件設定一覧を示す。予測洪水条件は、本明川：
裏山地点：日平均流量の近 10 ヵ年（H14 年～H23 年）における最小～最大洪水規模（W=1/10
洪水規模）を想定するものとした。表 5-3 の流況表（本明川：裏山地点）に示すように最
小洪水規模は日流量 10～20m3/s、最大洪水規模は日流量約 60m3/s とした。最小洪水規模と
して近年洪水である平成 23 年 5 月洪水、さらに最大洪水規模として同年洪水となる平成
23 年 6 月洪水を対象とした。なお、モデル流量設定期間は２ヶ月とした。最小流量規模（日
流量 10～20m3/s）は、平成 23 年 5 月洪水（実績流量）とし、さらにその実績洪水波形を
拡大し 15m3/s 規模、20m3/s 規模のモデル波形を想定した。最大流量規模（日流量約 60m3/s）
は、平成 23 年 6 月洪水（実績流量）を想定した。沈降速度は、水質モデル構築で採用した
開門後における検証定数となる沈降速度 0.1m/day、現況は 0.04m/day として設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-1 感度分析ケース条件設定一覧（近 10 カ年最小洪水規模：平成 23 年 5 月洪水） 
表 5-2 感度分析ケース条件設定一覧（近 10 カ年最大洪水規模：平成 23 年 6 月洪水） 
ケース 水門条件 ピーク流量規模（裏山地点）
モデル流量
設定期間 拡大率
ケース1 11.4m3/s（実績流量） H23年4月～5月 -
ケース2 13.6m3/s H23年4月～5月 1.2
ケース3 20.4m3/s H23年4月～5月 1.8
ケース4 11.4m3/s（実績流量） H23年4月～5月 -
ケース5 13.6m3/s H23年4月～5月 1.2
ケース6 20.4m3/s H23年4月～5月 1.8
閉門
開門
ケース 水門条件 ピーク流量規模（裏山地点）
モデル流量
設定期間 拡大率
ケース1 閉門 61.0m
3/s
（実績流量）
H23年6月～7月 -
ケース2 開門 61.0m
3/s
（実績流量）
H23年6月～7月 -
 115
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-17(1) 本明川裏山地点：実績日流量・日雨量（平成 23 年 4 月～5 月） 
図 5-17(2) 本明川裏山地点：実績日流量・日雨量（平成 23 年 6 月～7 月）
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表 5-3 流況表（本明川：裏山地点） 
年総量
生起日 流量 生起日時 (106m3)
S41 1966 13.31 11月13日 1.27 0.87 0.61 0.21 0.08 08月06日 05:00 1.04 32.95
S42 1967 24.45 7月11日 1.07 0.83 0.56 0.14 0.04 06月15日 18:00 1.14 35.98
S43 1968 63.38 7月14日 1.03 0.83 0.7 0.4 0.28 09月20日 14:00 1.61 50.81
S44 1969 62.96 6月29日 1.27 1.09 0.9 0.72 0.62 09月09日 07:00 2.39 75.5
S45 1970 26.36 8月14日 1.67 1.02 0.77 0.62 0.49 08月14日 03:00 1.89 59.66
S46 1971 29.81 9月6日 1.76 0.94 0.69 0.56 0.52 05月22日 24:00 2.14 67.48
S47 1972 73.96 7月12日 2.08 1.13 0.92 0.64 0.55 08月24日 22:00 2.51 79.37
S48 1973 34.42 5月8日 1.62 1.02 0.78 0.34 0.2 06月14日 07:00 1.96 61.7
S49 1974 19.46 4月7日 1.22 0.77 0.63 0.5 0.04 06月16日 16:00 1.52 47.82
S50 1975 47.91 6月25日 1.4 0.91 0.76 0.47 0.19 10月06日 15:00 1.88 59.3
S51 1976 45.72 9月13日 1.98 1.34 1.03 0.69 0.61 02月11日 13:00 2.23 70.4
S52 1977 56.56 6月16日 1.52 0.91 0.66 0.5 0.38 09月07日 22:00 1.74 54.92
S53 1978 38.74 6月11日 0.82 0.63 0.51 0.24 0.16 07月23日 18:00 0.96 30.27
S54 1979 62.25 2月23日 1.56 0.9 0.75 0.34 0.12 06月03日 21:00 2.35 74.25
S55 1980 86.73 7月2日 2.8 1.47 1.02 0.78 0.63 02月21日 20:00 3.48 110.23
S56 1981 76.68 6月30日 1.69 1.28 1.09 0.81 0.64 06月19日 22:00 2.26 71.39
S57 1982 105.83 7月23日 1.39 1.12 0.87 0.69 0.62 08月14日 17:00 2.41 75.9
S58 1983 39.32 9月28日 1.74 1.14 0.79 0.61 0 07月30日 11:00 2.21 69.7
S59 1984 43.9 7月1日 0.93 0.71 0.58 0.48 0.28 06月15日 13:00 1.47 46.42
S60 1985 66.87 6月28日 1.87 1.25 0.9 0.55 0.3 05月13日 12:00 2.47 77.84
S61 1986 35.04 1.5 1.13 0.98 0.87 欠測 2.37 74.86
S62 1987 76.73 7月19日 2.26 1.5 1.04 0.79 0.68 12月30日 15:00 2.97 93.57
S63 1988 61.4 5月3日 1.78 1.04 0.84 0.73 0.51 08月07日 16:00 2.53 79.93
H1 1989 26.76 7月28日 1.55 1.02 0.78 0.67 0.57 08月23日 18:00 1.66 52.47
H2 1990 63.51 7月2日 1.46 0.92 0.69 0.59 0.12 04月12日 01:00 1.84 58.05
H3 1991 51.42 6月30日 1.99 1.15 0.91 0.62 0.21 05月30日 09:00 2.74 86.46
H4 1992 29.08 8月15日 1.52 1.13 0.92 0.84 0.77 11月28日 20:00 2 63.29
H5 1993 40.17 8月19日 2.24 1.23 0.91 0.77 0.44 06月11日 13:00 3.2 100.78
H6 1994 12.78 4月12日 1 0.76 0.7 0.55 0.38 07月24日 17:00 1.09 34.39
H7 1995 47.7 5月1日 1.11 0.86 0.75 0.64 0.49 08月25日 16:00 2.04 64.51
H8 1996 23.87 7月3日 1.33 1.05 0.91 0.63 0.49 06月02日 17:00 1.87 59.16
H9 1997 105.88 7月10日 1.68 1.14 0.99 0.55 0.24 07月24日 08:00 3.29 103.65
H10 1998 45.25 7月25日 2.16 1.46 0.99 0.69 0.6 09月21日 05:00 2.91 91.84
H11 1999 106.35 7月23日 2.19 1.22 0.98 0.65 0.37 06月04日 06:00 4.18 131.82
H12 2000 25.04 11月2日 1.28 0.92 0.74 0.56 0.36 05月22日 03:00 1.64 51.84
H13 2001 35.83 7月12日 1.13 0.77 0.61 0.36 0.2 06月01日 17:00 1.38 43.48
H14 2002 ⑩ 15.56 9月16日 1.23 0.84 0.69 0.56 0.32 06月05日 20:00 1.43 45.13
H15 2003 ④ 59.21 7月20日 1.7 1.03 0.74 0.55 0.37 06月05日 14:00 2.08 65.61
H16 2004 ⑧ 22.99 1.33 0.91 0.7 0.48 欠測 1.62 51.23
H17 2005 ⑦ 28.99 5月1日 1.14 0.76 0.63 0.63 0.4 10月31日 18:00 1.53 48.27
H18 2006 ① 64.91 6月26日 2.02 1.07 0.8 0.65 0.56 02月04日 15:00 2.76 87.11
H19 2007 ③ 59.8 7月7日 0.87 0.64 0.57 0.44 0.11 06月10日 20:00 1.36 43.03
H20 2008 ⑨ 21.14 6月28日 0.95 0.66 0.58 0.3 0.21 07月30日 20:00 1.36 43.05
H21 2009 ⑤ 49.88 8月15日 1.19 0.75 0.68 0.49 0.32 06月20日 17:00 1.69 53.27
H22 2010 ⑥ 44.63 7月14日 1.79 1.08 0.77 0.61 0.5 11月26日 12:00 2.19 68.92
H23 2011 ② 60.97 8月23日 1.41 0.83 0.6 0.47 0.24 08月04日 18:00 2.62 82.76
- 2.02 1.08 0.80 0.65 0.56 - 2.76 87.11
- 0.87 0.64 0.57 0.30 0.11 - 1.36 43.03
近10カ年最小
(H14～H23) 15.56
平均流量豊水流量 平水流量 低水流量 渇水流量
最小流量
年
近10カ年最大
(H14～H23)
最大流量（日平均）
流量
64.91
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水質モデルをもとにケース毎に算定した SS 濃度、巻き上げ量、沈降量を算定し、さら
に堆積量（沈降量－巻き上げ量）、累加堆積量を算定した上で比較・評価するものとした。 
図 5-18、19、表 5-4、5 は、そのケース毎の累加堆積量を比較した結果である。図表に
示すとおり平成 23 年 5 月洪水、平成 23 年 6 月洪水ともに、予測が、現況に比べ、累加堆
積量は増加する傾向となった。さらに、流量規模を比較してみると、W=1/10 流量規模相当
となる平成 23 年 6 月の方が、近 10 カ年最小流量規模となる平成 23 年 5 月に比べ、約 1.6
倍（平成 23 年 6 月の累加堆積量（ケース 2）＝約 2,600t、平成 23 年 5 月の累加堆積量（ケ
ース 6）＝約 1,600t）増加する結果となった。 
以上のことから、調整池内の堆積量は増加する傾向となり、さらに流量規模が大きい程、
流入負荷の増加に起因する堆積量増加が推察された。このことは、海水レベルの塩分下で
は沈降量も増加するため洪水流量が高い程、調整池内の閉鎖性に起因して堆積量も増える
可能性があることを示唆している。 
 
 
ケース
時点
(水門条件)
ピーク流量規模
（裏山地点）
モデル流量
設定期間
拡大率
累加
堆積量(t)
備考
ケース1 11.4m3/s（実績流量） H23年4～5月 - 913 ＝ 現況
ケース2 13.6m3/s H23年4～5月 1.2 868
＝近10カ年最小
流量程度
ケース3 20.4m3/s H23年4～5月 1.8 682
＝近10カ年最小
流量程度
ケース4 11.4m3/s（実績流量） H23年4～5月 - 1503
ケース5 13.6m3/s H23年4～5月 1.2 1592
＝近10カ年最小
流量程度
ケース6 20.4m3/s H23年4～5月 1.8 1605
＝近10カ年最小
流量程度
現況
(開門前)
予測
(開門後)
 
 
 
ケース
時点
(水門条件)
ピーク流量規模
（裏山地点）
モデル流量
設定期間
拡大率
累加
堆積量(t)
備考
ケース1
現況
(開門前)
61.0m3/s
（実績流量）
H23年6月～7月 - 1760
＝ 現況
W=1/10流量
規模相当
ケース2
予測
(開門後)
61.0m3/s
（実績流量）
H23年6月～7月 - 2567
W=1/10流量
規模相当
 
 
 
 
表 5-4 累加堆積量算定結果一覧（近 10 カ年最小洪水規模：平成 23 年 5 月洪水） 
表 5-5 累加堆積量算定結果一覧（近 10 カ年最大洪水規模：平成 23 年 6 月洪水） 
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図 5-18 累加堆積量（平成 23 年 5 月）の計算結果 
図 5-19 累加堆積量（平成 23 年 6 月～7 月）の計算結果
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図 5-20(1) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 1（現況：裏山 Q=11.4m3/s 実績）] 
累加堆積量 913t 
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図 5-20(2) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 2（現況：裏山 Q=13.6m3/s）] 
累加堆積量 868t 
 121
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
20.4
143.1
0
10
20
30
40
50
60
↑
日
流
量
(m3/s)
0
50
100
150
200
250
300
日
雨
量
(mm)
↓
：雨量
：流量（裏山）
0
100
200
300
400
↑
SS
(mg/l)
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800
↑
Cl
(mg/l)
：SS
：Cl
0
100
200
300
400
500
↑
輸
送
量
(t/日)
：巻き上げ量
：沈降量
0
50
100
150
200
↑
堆
積
量
（t/日)
：堆積量
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800
20
11
/0
4/
01
20
11
/0
4/
06
20
11
/0
4/
11
20
11
/0
4/
16
20
11
/0
4/
21
20
11
/0
4/
26
20
11
/0
5/
01
20
11
/0
5/
06
20
11
/0
5/
11
20
11
/0
5/
16
20
11
/0
5/
21
20
11
/0
5/
26
20
11
/0
5/
31
↑
累
加
堆
積
量
(t)
：累加堆積量
図 5-20(3) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 3（現況：裏山 Q=20.4m3/s）] 
累加堆積量 682t 
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図 5-20(4) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 4（予測：裏山 Q=11.4m3/s 実績）] 
累加堆積量 1,503t 
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図 5-20(5) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 5（予測：裏山 Q=13.6m3/s）] 
累加堆積量 1,592t 
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図 5-20(6) 平成 23 年 5 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 6（予測：裏山 Q=20.4m3/s）] 
累加堆積量 1,605t 
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図 5-21(1) 平成 23 年 7 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 1（現況：裏山 Q=61.0m3/s）] 
累加堆積量 1,760t 
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図 5-21(2) 平成 23 年 7 月洪水：懸濁性物質(SS)挙動予測結果 
[ケース 2（予測：裏山 Q=61.0m3/s）] 
累加堆積量 2,567t 
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５．４ まとめ  
海水導入に伴う諫早干拓調整池の懸濁性物質の将来予測の観点から考察した。海水導入
に伴う懸濁性物質の挙動の予測の重要性は、河道管理上、河口部での底泥堆積が工学的に
も喫緊の課題であることから、降雨後の濁水流入に伴う調整池内懸濁性物質の予測を試み
た。将来予測に先立ち、現況モデルを検証するために懸濁性物質の長期的変動特性から、
概ね安定期に入っている底質の巻き上げパラメータを推定した。 
将来予測に先立ち、現況モデルを検証するために懸濁性物質の長期的変動特性について
は、塩化物イオン濃度の変化に起因する懸濁性物質の凝集沈降特性の変化が挙げられた。
懸濁性物質の凝集性は、巻き上げ特性や溶出特性などの底質性状（上層水質）の変化にも
影響を及ぼすことを明らかにした。結果として調整池では、近年、巻き上がりにくく、沈
降しにくい状況にあることが示唆された。底質性状の変化については、調整池 SS の空間的
均一性の経年的変化から巻き上げ特性を経年的に変えることにより再現性の向上を確認し
た。このことは、調整池底質は局所的な底泥の堆積のあった(柔らかい)状態が北部と南部
で異なり、長期的には、圧密等により均一化が進み、最終的には、巻き上げ輸送が減少し
たものと推察された。このことは、巻き上げ輸送による SS 濃度に及ぼす影響が抑制の方向
にあるとはいえ、巻き上げによる寄与すなわち軟弱な底泥の存在を否定するものではない。 
「諫早湾干拓事業の潮受堤防の排水門の開門調査に係る環境影響評価書」に関連して海
水導入に伴う懸濁性物質の挙動予測について考察を行った。海水導入前に比べ、調整池内
の巻き上げ、沈降現象に伴う調整池内の堆積量増加が予測されるとの結果が得られた。将
来、水門開門後においては、調整池内への堆積量は増加する傾向が示唆された。さらに、
複数の異なる洪水条件による流入負荷条件を想定した調整池の懸濁性物質の将来予測にお
いては、流量規模が大きい程、流入負荷の増加に起因する堆積量増加が推察された。この
ことは、海水レベルの塩分下では沈降量も増加するため洪水流量が高い程、調整池内の閉
鎖性に起因して堆積量も増える可能性があることを示唆している。 
今回のパラメータは、短期開門調査期間を対象として設定されたものであり、今後、長
期に至るパラメータ設定は、別途詳細な検証が必要不可欠である。 
また、九州農政局の環境アセスメント評価書によると、中長期的水門開放調査で調整池
内の底泥が諫早湾に流出され諫早湾内の漁業に影響がでることが予測されている。調整池
の底質特性に対する知見は水質保全目標の関係からほぼ存在せず懸濁性物質のみとなって
いる。今後、中長期的水門開放調査に向け底質に関する知見を収集することは急務である
と考える。  
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第６章 結論 
 
本論文の結論は、以下のとおりである。 
 
・第 1 章では、諫早干拓事業を取り巻く社会情勢を踏まえた上で、諫早湾干拓調整池
等水質委員会における最重要課題（開門後を想定した水質予測が実施されているが、
目標水質が達成できるかに主眼が置かれ、物質挙動予測にまでは至っていないこと）
を指摘し、物質挙動予測に着目した本研究は重要であり、社会的意義も高いことを示
した。よって、有明海の環境変化と諫早湾干拓調整池の潮受堤防の閉め切りとの因果
関係が指摘されつつも詳細については未解明となっており、潮受け堤防排水門開門の
可能性もあるため、開門時の水質予測が急務となっていることを明らかにした。 
 
・第 2 章では、諫早湾に関する既往調査研究等として、環境モニタリング調査、諫早
湾干拓調整池等水質委員会、有明海・八代海総合調査評価委員会、有明海再生機構、
短期水門開門調査、諫早湾干拓事業の潮受け堤防の排水門の開門調査に係る環境影響
評価書等、主として公的機関で得られた情報、そして既往論文の総括を通して、調整
池の水質環境から見た課題抽出を行った。特に環境影響評価の観点からは懸濁性物質
の挙動に関する情報が不足していること、周辺海域における堆積状況についての影響
も懸念されていることから、調整池内の懸濁性物質の挙動については現象解明の観点
からの課題が残されており、特に、沈降・巻き上げに関する長期的な変化について底
質環境の変化まで含めて把握すること、すなわち懸濁性物質濃度予測のための水質シ
ミュレーションの重要性を指摘した。 
 
・第 3 章では、環境モニタリング調査における水質・底質調査データに基づき、水質・
底質間における物質交換の観点から分析、考察し、閉鎖性の強い調整池内での内部生
産、汽水条件下における懸濁性物質の沈降・巻き上げ、堆積過程にある底質からの溶
出など、調整池の水質・底質特性を左右する主要な物質輸送・変換過程について考察
した。調整池内での物質輸送変換機を定量的に把握するために水質モデルを用いた現
象の再現を行ない、調整池内の水質を左右する素過程を明らかにした。特に、懸濁性
物質濃度の挙動と汽水条件下における塩分との関連性を指摘し、凝集沈降下での浮泥
の堆積過程と懸濁性物質との共沈（溶解性リンの不溶化）現象を新たに確認し、それ
が重要であることを明らかにした。さらには、汽水条件下における懸濁性物質からの
リンの溶脱現象の可能性についても確認するなど、汽水条件下での懸濁性物質の挙動
を考慮することの重要性を指摘した。 
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・第 4 章では、諫早干拓調整池の開門調査に関連して未解明な部分の多い海水中での
懸濁性物質の挙動について検討した。海水中における懸濁性物質の凝集沈降現象につ
いては、定性的には周知であるにも拘わらず、環境影響評価予測のためのモデル式に
ついては十分な情報が得られていないことを指摘した。海水導入に伴う調整池内の流
況解析結果から、懸濁性粒子の沈降過程の把握の重要性を指摘し、海水同等の塩分レ
ベルまでの凝集沈降式を展開するために、短期開門で得られた観測データとの検証を
行った。短期間の検証期間ではあるものの、海水条件下での沈降過程については、概
ね良好な再現結果を確認した。 
 
・第 5 章では、海水導入に伴う諫早干拓調整池の懸濁性物質の将来予測の観点から考
察した。海水導入に伴う懸濁性物質の挙動の予測の重要性は、河道管理上、河口部で
の底泥堆積が工学的にも喫緊の課題であることから、降雨後の濁水流入に伴う調整池
内懸濁性物質の予測を計画論的に試みた。将来予測に先立ち、現況モデルを検証する
ために懸濁性物質の長期的変動特性から、概ね安定期に入っている底質の巻き上げパ
ラメータを推定した。調整池の懸濁性物質の将来予測については、複数の異なる洪水
条件による流入負荷条件を想定し、調整池の懸濁性物質の将来予測を試みた。濁水流
入に伴う海水中での凝集沈降、すなわち底泥堆積現象を確認した。ついで、海水レベ
ルの塩分下では沈降量も増加するため洪水流量が高い程、調整池内の閉鎖性に起因し
て堆積量も増える可能性があることを確認した。長期的な観点から確度の高い将来予
測を行うには、海水条件下での沈降・巻き上げパラメータの同定検証が必要など、今
後の検討課題を整理して総括とした。 
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